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第１章 行動計画の概要 

 

１ 計画策定の背景 

 国の少子化対策（次世代育成支援対策）の経緯 

 ○平成 14 年 1 月 新しい日本の将来推計人口の公表 

           ・合計特殊出生率の大幅な低下。平成 62 年（2050 年）における合計特殊出

生率の見通しが 1.61（平成 9 年推計）から 1.39（平成 14 年推計）へ低下。 

・少子化の主たる要因として、晩婚化に加え、「結婚した夫婦の出生力その

ものの低下」という新たな傾向が認められる。 

・今後も少子化がより一層進展するとの見通し。 

○平成 14 年 5 月 少子化対策に関する総理大臣の指示 

・少子化の流れを変えるための実効性のある対策を検討するよう厚生労働大

臣に指示。 

○平成 14 年 9 月 「少子化対策プラスワン」を厚生労働大臣から総理大臣に報告 

・少子化の流れを変えるため、従来の取り組みに加え、もう一段の少子化対

策を推進。 

○平成 15 年 3 月 「次世代育成支援に関する当面の取り組み方針」の取りまとめ 

・次世代育成支援対策推進法案及び児童福祉法改正法案（国会提出） 

○平成 15 年 7 月 次世代育成支援対策推進法及び児童福祉法改正法の成立 

  ○平成 16 年 6 月 少子化社会対策基本法に基づき、「少子化社会対策網」が閣議決定 

           ・少子化の流れを変えるための 4 つの重点課題 

            ①若者の自立とたくましい子どもの育ち 

            ②仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 

            ③生命の大切さ、家庭の役割等についての理解 

            ④子育ての新たな支え合いと連携 

  ○平成 18 年 6 月 少子化社会対策会議で「新しい少子化対策について」を決定 

  ○平成 19 年 12 月 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議において、「子どもと家族を応

援する日本」重点戦略が取りまとめられる。 

           ・就労と出産・子育ての二者択一構造の解消のために 

            ①「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現」 

            ②「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を「車の両輪」として進め

ていく。 

  ○平成 20 年 12 月 「児童福祉法等の一部を改正する法律」公布 

           ・子育て支援事業等を法律上に位置づけ、質の確保と事業の普及促進及び次

世代育成支援対策推進法の一部を改正し、地域・一般事業主・特定事業主



第１章 行動計画の概要 

 

2 
 

における取組を促進する等 

 

少子化対策の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：平成 21 年度少子化白書） 

 

 少子化が将来の日本の経済・社会に与える影響 

■少子化の経済面での影響 

（１）労働力人口の減少と経済成長への影響 

・労働力人口が減少するとともに、労働力人口に占める高齢者の割合が高くなること

による労働力供給が減少する。 

     ・貯蓄を取り崩して生活する高齢者の増加による貯蓄率の低下により、投資や労働生

産性の上昇が抑制され、経済成長率の低下が懸念される。 

（２）国民の生活水準への影響 

・少子化は、人口に占める高齢者の割合を高め、年金、医療、福祉等の社会保障の分野

における現役世代の負担が増大するなど、現役世代の税・社会保険料を差し引いた手

取り所得が減少する。 

1990（平成2年） <１．５７ショック>　=　少子化の傾向が注目を集める

1994（平成6年）12月 ＋

（1995（平成7）年度～1999（平成11）年度）

1999（平成11年）12月

1999（平成11年）12月

（2000（平成12）年度～2004（平成16）年度）

2001（平成13年）7月

2002（平成14年）9月

2003（平成15年）7月

2004（平成16年）6月

2004（平成16年）12月

（2005（平成17）年度～2009（平成21）年度）

2005（平成17年）4月

2006（平成18年）6月

2007（平成19年）12月

200８（平成20年）11月

200８（平成20年）12月

地方公共団体、企業等に
おける行動計画の策定・
実施

少子化対策プラスワン

次世代育成支援対策推進法

少子化社会対策大綱

社会保障国民会議

持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中間プログラム」

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略

新しい少子化対策

子ども・子育て応援プラン

少子化社会対策基本法

エンゼルプラン

新エンゼルプラン

緊急保育対策５か年事業

少子化対策推進基本方針

待機児童ゼロ作戦
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  ■少子化の社会面での影響 
（１）家族構成の変容 

・単身者や子どものいない世帯が増加し、社会の基礎的単位の「家族」の形態が変化

するとともに、家系の断絶により先祖に対する意識の希薄化をもたらす可能性があ

る。 

  （２）子どもへの影響 

・子ども数の減少による子ども同士の交流の機会の減少、過保護化などにより、子ど

もの社会性が育まれにくくなるなど、子ども自身の健やかな成長への影響が懸念さ

れる。 

  （３）地域社会の変容 

・人口の減少、高齢化の進行により、市町村によっては、介護保険や医療保険の制度

運営にも支障を来すなど、住民に対する基礎的なサービスの提供が困難になる事が

懸念される。 

・道路、河川、田畑、山林などの社会資本や自然環境の維持管理も困難になる事が懸

念される。 

 

国は、1990（平成 2）年の「1.57 ショック」以来、出生率の低下と子どもの数が減少傾向

にあることを「問題」として認識し、仕事と子育ての両立支援など子どもを生み育てやすい

環境づくりに向けての対策の検討を始め、1994（平成 6）年に「エンゼルプラン」を策定、

1999（平成 11）年度を目標として保育サービスの充実が進められてきました。1999 年のエ

ンゼルプラン見直しでは、保育サービスだけでなく、雇用、母子保健等の事業も加わった「新

エンゼルプラン」が策定されました。 

2002（平成 14 年）度にまとめられた「少子化対策ワンステップ」では、従来の取組が保

育に関する施策を中心としたものであったのに対し、子育てをする家庭を全体として支え、

社会全体が一体となって総合的に取組を進めることとされました。2003（平成 15）年には「次

世代育成支援対策推進法」が制定され、2005（平成 17）年から施行されています。2003（平

成 15）年には、議員立法により「少子化社会対策基本法」が成立し、2004（平成 16）年に、

少子化社会対策基本法に基づき、少子化に対処するための施策の指針として、「少子化社会

対策大綱」が策定されました。同年、少子化社会対策会議において、「子ども・子育て応援

プラン」が策定され、概ね 10 年後を展望した「目指すべき社会」の姿を提示しています。 

さらに、予想以上の少子化の進行に対応し、少子化対策の抜本的な拡充、強化、転換を図

るため、2006（平成 18）年に、少子化社会対策会議において「新しい少子化対策について」

が決定され、「社会全体の意識改革」と「子どもと家族を大切にする観点からの施策の拡充」

という２点を重視し、４０項目にわたる具体的な施策を掲げています。 

「日本の将来推計人口（平成 18 年 12 月推計）」において示された少子高齢化についての

一層厳しい見通し等を踏まえ、2007（平成 19）年に「子どもと家族を応援する日本」重点戦

略検討会議が設置されました。ここで取りまとめられた中間報告において、最優先課題とさ

れた、働き方の改革による仕事と生活の調和の実現については、「ワーク・ライフ・バラン
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ス推進官民トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」

及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が決定され、重点戦略に反映されています。 

   上富良野町としても、次代を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備・

充実を図るため、本計画を策定し、事業を実施していきます。 

 

２ 計画策定の趣旨 

本町では、子どもを安心して生み育てることができる社会の構築を町の重要施策の一つとして

位置づけ、子育て支援や、働きながら子育てをしている皆さんの生活支援、また子どもたちの健

全育成のために、様々なメニュー、体制化の中で子育て支援事業を展開しています。 

次世代育成支援行動計画の策定にあたっては、行動計画策定指針において「次世代育成支援対

策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、

家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが

実感されるように配慮して行わなければならない」（次世代育成支援対策推進法第 3条）との基本

理念が明示されています。 

この次世代育成支援対策の理念に基づき、町民が未来に希望を持って、また安心して子どもを

生み、育てることができる優しい町づくりを目指し、「上富良野町次世代育成支援行動計画」を策

定するものです。 

 

 ３ 計画の期間及び位置づけ 

「上富良野町次世代育成支援行動計画」の計画期間は、平成 17 年度から平成 21 年度までの５

年間を前期と定め、前期の行動計画の実施状況等を踏まえて、平成 22 年度から平成 26 年度まで

の５年間を後期計画として策定する前・後期合わせて 10 年間の行動計画で、この計画は後期計画

として位置付けます。 

 

平
成
16
年
度 

平
成
17
年
度 

平
成
18
年
度 

平
成
19
年
度 

平
成
20
年
度 

平
成
21
年
度 

平
成
22
年
度 

平
成
23
年
度 

平
成
24
年
度 

平
成
25
年
度 

平
成
26
年
度 

 

 

 

 

 

 

          

  

 

上富良野町次世代育成支援行動計画 

前期計画（5 年間） 

後期計画（5 年間） 
見
直
し

・
策
定

策 

定
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４ 本町における施策の基本的視点と考え方 

本町では、子どもの健全育成、保護者への生活支援を基本として今日まで子育て支援を推進し

てきました。 

これまでの子育て家庭への施策については、「支援」という言葉がよく使われてきました。しか

しそこには、「悩みや問題を抱えている家庭に対して手を差し伸べる」といったイメージが強く、

地域社会全体ですべての子育て家庭を支えていく、という観点が薄れていたことは否めません。

計画の策定にあたり、これからは親が子育てを主体的に行っていくことを前提としながらも、子

育て家庭に対して町全体であたたかく見守り、そして必要なときには地域全体で手助けを行い、

勇気付け元気付けていくことが大切です。 

また、子どもたちが日々の積み重ねの中で成長をしていく存在であるように、親もまた日々の

子育てを通して親として親育ちを遂げていかなければなりません。子どもの育ちを応援すると同

時に、親自身そして、親となる次世代の人たちの成長や育ちを応援していくことが求められてい

ます。 

さらに、子どもは家庭をその成長の基盤としながらも、地域社会と様々に関わりあっていく中

で、社会的な存在として成長を遂げていきます。子どもたちの成長は、家庭だけではなく、地域

にも大きな役割があることであり、同時に子どもたちの成長を地域全体で支えていくことにより、

子育てを通じて地域における助け合いが生じ、地域社会が生まれかわっていくことが重要です。 

 

 

以上の考えを基に、今後の次世代育成支援対策の施策にあたり、前期行動計画に引き続き、次

にあげる３つの視点を基本として推進します。 

なお、この視点を基本とした考え方（理念）の実現に向けては、行政が最大の努力をはらうこ

とはもとより、町民一人ひとりや保護者、さらには関係団体や関係機関等と連携をしながら、そ

の具体化に努めていくために３つの視点以外の細部にわたる視点（次代の親づくりという視点・

サービス利用者の視点・仕事と生活の調和実現の視点・地域における社会資源の効果的な活用の

視点・サービスの質の視点・地域特性の視点等）も積極的に取り込んでいく必要があります。 

 

視点その１ 子どもの視点 

 すべての子どもの幸せを第一に考え、本町で生まれ、育っているすべての子どもは、

家庭環境や障害の有無、社会への適応性の違いなど、どのようなことによっても差別さ

れることなく、その必要性に応じたサポートを受ける権利を持っています。 

町民一人ひとりがこのような意識を持つことにより、行政と地域が協働してすべての

子どもが幸せに育つことを応援するまちづくりを推進します。 

 

視点その２ すべての子どもと家族への支援の視点 

 すべての保護者が、心身ともにゆとりを持って子育てができるよう、様々なサービス

を受ける機会や学習機会と環境が保障されなければなりません。 
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これからは、すべての保護者が様々な面でゆとりを持って楽しく子育てができ、子育

ての意義や喜びが実感できるようなまちづくりとするため、保護者の生活に配慮した支

援施策を推進します。 

 

視点その３ 社会全体による支援の視点 

 子育てに関わるすべての人が、その喜びを感じるためには、地域全体で子育てをあた

たかく、かつ、積極的に見守っていくよう意識していかなければなりません。 

これからの次代を担う子ども達の成長を地域全体で支えていくためにも、一人ひとり

がそのことを意識して、子育て家庭を見守り、必要があれば手を差し伸べ、応援してい

けるようなまちづくりとするため、保護者・行政・関係機関・地域が連携した支援施策

を推進します。 

 

 ５ 計画策定体制 

  今回の計画策定にあたっては、次にあげた体制で策定における検討を行いました。 

 

 

 

（回収率　６０．２％）

（回収率　６７．２％）

 小学校児童用アンケート　３１７世帯（３４４名）
（１年生～３年生）

推薦団体

町議会常任委員会

事　務　局

保健福祉課

（協議）

上富良野町次世代育成支援行動計画策定体制図

（上富良野町次世代育成支援行動計画策定までのフローチャート）

次世代育成支援行動計画策定委員会

（協議） （報告）

就学前児童用アンケート　５８３世帯（６９８名）

町　　長

意見・提言

計画書配付

町　議　会

１０名

意見・要望・提言

実施

アンケート調査・集計・分析 関係団体とのヒアリング
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第２章 子どもを取り巻く町の状況 

 

１ 本町の出生の動向 

（１）出生率・死亡率 

   平成 19 年度北海道保健統計年報によると、本町の出生率は全道及び富良野保健所管内より高

い状況となっています。平成 15 年度以降の推移でみても、平成 17 年度は 7.8‰（パーミル：全体

の合計を 1,000 とし、その 1,000 分の１を単位として表す比率）と低いものの 11‰台で推移し、微減の傾

向であるが、全国、全道平均より高い状況となっている。 

しかし、今後は全国統計の傾向と同じく年々出生率の低下が予測され、今後少子化対策はます

ます重要な課題として推進することが急務であります。 

また、新生児死亡は平成 15 年度から死亡件数はないものの、乳児死亡については、平成 15 年

度に 1件（7.4‰）、平成 19 年度に 2件（15.2‰）あったためで全道及び富良野保健所管内に比べ

高率となっています。 

         表．出生率と乳児・新生児死亡率の推移 

                                    単位：‰ 

  全  国 北海道 富良野保健所 上富良野町 

出生率 8.6 7.5 8.1 10.9 

乳児死亡率 2.6 2.7 5.3 15.2 

新生児死亡率 1.3 1.4 - - 

      ※ 出生率：人口千対 

      ※ 乳児死亡率及び新生児死亡率：人口千対 

平成 19 年度北海道保健統計年報 

（２）合計特殊出生率 

本町における平成 15 年度から平成 19 年度の合計特殊出生率は、1.80 人となっています。 

北海道は全国平均よりも合計特殊出生率が低くなっている中で、本町は全国平均、北海道と比

較しても高率となっています。 

全道でも、えりも町（1.85 人）、別海町（1.85 人）に次いで、第 3位の順位にあります。 

図．合計特殊出生率の推移 
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２ 人口・世帯の状況 

（１）人口の状況 

 ①人口 

平成 21 年度の本町の人口総数は 12,025 人と年々減少しており、昭和 60 年度の人口と比較する

と 2,102 人（14.9％）の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②乳幼児人口（０歳～５歳） 

本町の平成 21 年度現在における乳幼児人口（0～5 歳）は 694 人となっており、毎年減少傾向に

あります。 

 

表．乳幼児人口（0～5 歳）の推移 

 

 

 

 

表．人口の推移

男性 女性 計

昭和60年度 7,328 6,799 14,127 3,868 3.7

平成2年度 6,830 6,435 13,265 3,934 3.4

平成7年度 6,538 6,343 12,881 4,106 3.1

平成12年度 6,478 6,331 12,809 4,410 2.9

平成17年度 6,313 6,039 12,352 4,540 2.7

平成21年度 6,050 5,975 12,025 5,313 2.3

資料：国勢調査 ※平成21年度は10月1日現在　住民基本台帳

世帯数 世帯人員
人　　　　　　口

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

昭和60年度 平成2年度 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成21年度

7,328 6,830 6,538 6,478 6,313 6,050

6,799
6,435 6,343 6,331 6,039 5,975

図．人口の推移

女性

男性

（人）

単位：人

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

776 742 721 728 721 694

※各年度10月1日現在 住民基本台帳
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 ③次世代育成支援対象年齢別・性別人口構成 

本町の平成 21 年度における年齢別人口構成は以下の通りです。 

 

図．人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21 年 10 月 1 日現在 住民基本台帳 

 

 ④動態別人口 

本町の自然動態は平成 20 年度で 16 人の増加と平成 16 年度の 41 人から変動はありますが、減

少傾向となっています。 

また、社会動態は平成 20 年度では 154 人の減少となっており、平成 16 年度から平成 19 年度

でも約 150 人前後の減少で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．人口動態の推移 単位：人

出生 死亡 増減 転入 転出 増減

平成16年度 134 93 41 738 877 △ 139

平成17年度 106 118 △ 12 616 819 △ 203

平成18年度 144 94 50 628 819 △ 191

平成19年度 122 108 14 651 734 △ 83

平成20年度 122 106 16 585 739 △ 154

資料：住民基本台帳

自然動態（人） 社会動態（人）
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図．人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤婚姻率・離婚率 

本町の婚姻率は、全国、北海道と比べ各年度とも高い傾向となっています。 

逆に離婚率では、全国、北海道と比べると、各年度とも低い傾向にあり、本町においては 2‰

（パーミル：全体の合計を 1,000 とし、その 1,000 分の１を単位として表す比率）前後の割合で安定してお

り、北海道と比べ特に低い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．婚姻率・離婚率の推移 
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表．婚姻率・離婚率の推移 単位：‰

全国 北海道 上富良野町 全国 北海道 上富良野町

平成15年度 5.9 5.7 9.2 2.25 2.72 2.50

平成16年度 5.7 5.5 7.1 2.15 2.59 1.69

平成17年度 5.7 5.3 6.6 2.08 2.42 2.11

平成18年度 5.8 5.4 8.3 2.04 2.36 1.98

平成19年度 5.7 5.2 7.6 2.02 2.33 1.82

　※　人口千対 資料：北海道保健統計年報

婚姻率 離婚率
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 ⑥労働力人口 

本町の平成 17 年度の労働力人口は全体で 6,994 人となっており、人口と同様、減少傾向となっ

ています。 

逆に、非労働力人口は、平成 17 年度で 3,590 人と増加傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．労働力人口及び非労働力人口の推移 単位：人

男 女 計 男 女 計

昭和55年度 4,879 2,688 7,567 719 2,526 3,245

昭和60年度 4,828 2,753 7,581 855 2,521 3,376

平成2年度 4,530 2,463 6,993 908 2,530 3,438

平成7年度 4,577 2,757 7,334 869 2,459 3,328

平成12年度 4,517 2,693 7,210 977 2,617 3,594

平成17年度 4,326 2,668 6,994 1,109 2,481 3,590

資料：国勢調査

労働力人口 非労働力人口

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

昭和55年度 昭和60年度 平成2年度 平成7年度 平成12年度 平成17年度

4,879 4,828 4,530 4,577 4,517 4,326

2,688 2,753
2,463 2,757 2,693 2,668

719 855
908

869 977 1,109

2,526 2,521
2,530

2,459 2,617 2,481

非労働力人口 女

非労働力人口 男

労働力人口 女

労働力人口 男

（人）
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（２）世帯の状況 

 ①世帯数及び平均世帯人員 

平成 21 年度の本町の世帯総数は 5,313 世帯で、平成 17 年度の世帯数に比べ 773 世帯（17.0％）

の増加となっております。また世帯人員については平成 21 年度で 2.26 人となっており、年々減

少し平成 17 年度より 0.46 人減少しています。 

また、本町ではひとり親世帯は平成 21 年度において、119 世帯となっており、全体の 2.6％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他の状況 

 ①障害児に対する手当の受給者数 

平成 21 年度における障害児に対する手当の受給者数は「特別児童扶養手当」が 28 人、「障害

児福祉手当」が 16 人となっています。また、平成 16 年度以降では「特別児童扶養手当」、「障害

児福祉手当」ともに増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．世帯数と世帯人員 単位：人

人口 世帯数 世帯人員

昭和60年度 14,127 3,868 3.65

平成2年度 13,265 3,934 3.37

平成7年度 12,881 4,106 3.14

平成12年度 12,809 4,410 2.90

平成17年度 12,352 4,540 2.72

平成21年度 12,025 5,313 2.26

　※　平成21年度は10月1日現在住民基本台帳

表．ひとり親世帯数

平成7年度 平成12年度 平成17年度

83世帯 120世帯 119世帯

資料：国勢調査

18歳未満の子どもの
いるひとり親世帯

表．障害児に対する手当の受給数 単位：人

特別児童扶養手当 障害児福祉手当 合　　計

平成16年度 26 14 40

平成17年度 24 13 37

平成18年度 20 13 33

平成19年度 20 14 34

平成20年度 25 15 40

平成21年度 28 16 44

資料：保健福祉課
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 ②産業における就業状況 

本町では、一次産業は年々減少しており、二次、三次産業が増加しています｡ 

一次産業は、農業を営む人が多く、「15 歳～59 歳」の男性が 361 人、女性 321 人です｡ 

二次産業は、建設業が 453 人、製造業が 441 人となっています｡ 

三次産業は、自衛隊及び地方公務員等が 1,787 人おり、自衛官は 54 歳で退官となり、その後

二次・三次産業で働く人も多い状況です。サービス業は 1,246 人で、卸売・小売・飲食業が 1,235

人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③児童虐待相談件数の状況 

本町における平成 20 年度の児童虐待に関する相談件数は 1件と減少し、現在のところ深刻な虐

待のケースには至っておりません。 

しかし、全国や北海道では児童虐待相談件数が急増していることから、本町においても児童虐

待の未然予防、早期発見、早期対応を図るため、啓発活動等を促進しています。 

平成 17 年度に「上富良野町要保護児童対策地域協議会」を設置し、旭川児童相談所、上川保健

福祉事務所、富良野保健所、富良野警察署、消防署、小・中学校、高等学校、幼稚園、保育所、

医療機関、民生児童委員、人権擁護委員、保護司会、教育委員会、町行政関係所管課等を構成機

関とし、児童虐待の未然防止や早期発見、早期対応に努めています。 

 

 

 

表．年次別産業人口の推移 資料：国勢調査

区　　分 合　　計

昭和40年度 3,844人 46.7% 413人 5.0% 3,969人 48.3% 8,226人

昭和60年度 2,174人 29.2% 938人 12.6% 4,326人 58.2% 7,438人

平成12年度 1,475人 21.0% 987人 14.0% 4,567人 65.0% 7,029人

平成17年度 1,337人 19.8% 895人 13.3% 4,515人 66.9% 6,747人

平成17年度 農　業 1,289人 建設業 453人 公務員 1,787人

国勢調査 林　業 48人 製造業 441人 サービス業 1,246人

鉱　業 1人 卸売・小売・飲食業 1,235人

運輸・通信 159人

金融・保険 68人

電気・ガス・水道 11人

年齢別農業従事者 不動産 9人

区　　分 男　　性 女　　性 合　　計

15～59歳 361人 321人 682人

60歳以上 224人 203人 427人

一次産業 二次産業 三次産業
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「上富良野町要保護児童対策地域協議会」と児童虐待防止の相談体制 

 

   児童虐待の未然防止や早期発見等のためには、市町村、児童委員、保育所、幼稚園、学校、教

育委員会、保健センター、警察、医療機関、児童家庭支援センター、保健所、児童相談所など、

地域の関係機関・団体や関係者が連携して取り組んでいくことが重要なことから、こうした関係

機関等の連携・協力がさらに促進されるよう「要保護児童対策地域協議会」を市町村に設置する

こととされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．児童虐待相談件数 単位：件

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

上富良野町 3 2 4 3 1

北海道 824 862 954 1,417 1,644

全国 33,408 34,472 37,323 40,639 42,662

※平成20年度全国値は速報値 資料：児童相談所・保健福祉課
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３ 就学前児童の居場所 

 

平成 21 年 5 月 1日現在における就学前児童数は 698 人です。 

そのうち、児童の居場所として「保育所」は 200 人(28.7%)、「幼稚園」は 161 人(23.1%)、「子育て

支援センター」利用は 162 人(23.2%)、「発達支援センター」利用は 5人（0.7％）、「育児サークル」

は 21 人（3.0％）となっており、その他の在宅等は 149 人(21.3%)です。 

 なお、重複して各施設を利用している場合、保育所から育児サークルのそれぞれの順で、上位を

優先し、算定しています。 

 

各年齢層別に居場所を平成 18 年度から平成 21 年度までの変化を見ると、すべての年齢層で「保

育所」にいる割合が増加しています。また、「４～５歳児」では「幼稚園」にいる割合が高い傾向を

示しています。平成 21 年度においても「４歳児」の居場所で 49.1％、「５歳児」の居場所では 58%

と、半数を超える児童が「幼稚園」にいる現状となっています。 

 

図．就学前児童の居場所 

各年度５月１日現在                            資料：保健福祉課 
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４ 地域における子育ての支援 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

 ①放課後子どもプラン事業 

   学校の放課後及び長期休業中における児童の安全で健やかな活動場所を確保するため、地域の

参画を得ながら、学習やスポーツ、文化活動、体験交流活動など、児童の健全育成を図ることを

目的に、「放課後子どもプラン」事業（放課後クラブ事業、放課後スクール事業）を実施していま

す。放課後における児童の育成事業については、放課後児童健全育成事業として町内の 2 か所の

児童館で、また、地域子ども教室事業として各学校の余裕教室を利用してそれぞれ行っていまし

たが、より児童の安全な居場所づくりを確保するため、平成 19 年度から現在の事業体制で実施

しています。 

 ア 放課後クラブ事業 

児童福祉法第６条の２第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校

に就学しているおおむね 10 歳未満の児童に対し、授業の終了後から午後 6時まで、町内の小学校

の余裕教室を利用して、適切な遊び及び生活の場を与え、児童の健全な育成を図っています。 

   また、長期休業期間中（春休み、夏休み、冬休み）は、上富良野町公民館を実施場所として午

前 9時から午後 6時まで、留守家庭児童の安全な居場所づくりと子育て支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 放課後スクール 

   放課後における子どもの安全な居場所づくりの確保と子どもの健全育成を目的に、小学生 1年

生から 6年生までを対象に、授業の終了後から午後 5時まで、町内の小学校の余裕教室を利用し

て、適切な遊び及び生活の場を与え、児童の健全な育成を図っています。 

 地域住民の協力を得ながら、異学年全員が一緒に交流し、スポーツや文化活動、交流活動を行

い、豊かな心と健全な育成を育むよう取り組んでいます。 

 

表．放課後児童健全育成事業（放課後クラブ）の状況

開催校 開催回数 参加児童数 備　考

平成17年度 上小・西小 246回 5,749 週4回

平成18年度 上小・西小 273回 8,748 週4回

平成19年度 上小 286日 8,534 61人登録

西小 243日 1,090 6人登録

平成20年度 上小 293日 11,377 76人登録

西小 284日 2,781 16人登録

※平成19年度から新規事業へ移行 資料：保健福祉課
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 ②幼稚園における子育て支援事業 

高田幼稚園においては、就労している家庭への子育て支援事業として、平日の 14：30～18：00

まで、夏休み・冬休み・春休み（日曜は除く）の 7：30～18：00 まで預かり保育を実施していま

す。 

 また、本町では私立幼稚園に通園する園児の親が支出する保育料を減免し、負担を軽減するた

め国の施策に基づき「幼稚園就園奨励費補助」を実施し、幼児教育の推進を図っています。 

 

 ③幼稚園における子育て支援（地域開放）推進事業 

高田幼稚園においては、地域の子育て中の家庭を対象に幼稚園施設を開放して、以下の 4事業

を地域開放推進事業として行っています。 

   ・高田幼稚園子育て支援「キッズ・ママ親子教室」（週 2日） 

   ・すこやか子育てセミナー（家庭教育学級）開催 

   ・キッズランド（年３回開催） 

   ・お店屋さんごっこ遊び 

 

 ④上富良野町子育て支援センター 

本町では、安心して子どもを生み育てることができる環境を整備するため、平成 16 年 4 月 1

日から「上富良野町子育て支援センターにこにこ」を中央保育所内に開設しました。 

平成 17 年 4 月 1日からは、老人身障者保健センターを改築し、新装した「子どもセンター」に

移転し、親子のふれあいの場や仲間作りの場として、また、子育てに関する各種相談の場として

利用されています。また、育児サークル等への支援、子育て支援に関する総合的な窓口など地域

表．放課後スクール事業の状況

開催校 開催回数 参加児童数 備　考

平成17年度 上小・西小 71回 335 週1回

平成18年度 上小・西小 42回 247 週1回

平成19年度 上小 187日 3,900 107人登録

西小 182日 5,230 81人登録

江幌小 39日 510 16人登録

東中小 34日 48 2人登録

平成20年度 上小 203日 1,932 66人登録

西小 203日 4,109 64人登録

江幌小 40日 549 18人登録

東中小 ― ― 0人登録

※平成19年度から新規事業へ移行 資料：教育振興課

※みんなで遊ぼう、平成19年度から放課後スクール
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の子育て家庭やこれから子育てを始める家庭の保護者や児童等に対する各種支援を行なっていま

す。 

  ・「ぴよぴよ」の開催   毎週水曜日午後  対象 7ケ月児までの親子 

・「よちよち」の開催   毎週月・火曜日午前  対象 0～１歳の親子 

  ・「あそびのひろば」の開催   毎週水・木曜日午前   対象 2歳～就学前の親子 

  ・「なかよしサロン」の開催  毎週月～金曜日午前・午後  対象 0歳～就学前の親子 

・育児相談の実施（電話・面接）  月曜日～金曜日 

  ・子育て講習会の開催     年 2 回 

  ・育児サークルへの支援   随時（サークルへのあそびの紹介、育児相談、託児など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育サービスの充実 

 ①通常保育事業 

 ア 保育所 

保育所は、児童福祉法第 39 条第 1 項の規定に基づき、保護者の労働、疾病その他の理由によ

り、家庭において、乳幼児の保育ができない場合に、保護者の委託を受けて保育することを目的

として設置された児童福祉施設です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 3 月 1 日現在、町内の入所児童数は公立 1 園で 100 人、私立 2 園で 125 人（うち 1

園は平成 16 年 4 月から学校法人へ委託、平成 19 年 4 月から学校法人に民営化）、合計 225 人と

表．保育所の概要

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

施設数 2 2 2 1 1

定員数 135 135 135 90 90

児童数 165 164 160 103 100

稼働率（％） 122.2 121.5 118.5 114.4 111.1

施設数 1 1 1 2 2

定員数 60 60 60 105 105

児童数 74 71 76 124 125

稼働率（％） 123.3 118.3 126.7 118.1 119.0

施設数 3 3 3 3 3

定員数 195 195 195 195 195

児童数 239 235 236 227 225

稼働率（％） 122.56 120.51 121.03 116.41 115.38

各年度3月1日現在 資料：保健福祉課

公立

私立

合計

表．子育て支援センター利用状況 単位：人

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

あそびの広場 91組98人 104組154人 112組157人 97組134人 111組161人

よちよち 113組127人 136組174人 136組164人 154組183人 135組191人

ぴよぴよ ― ― ― ― 32組32人

なかよしサロン 延べ335人 延べ2,441人 延べ3,460人 延べ4,053人 延べ2,089人

育児相談 ― 141件 147件 98件 154件

資料：保健福祉課
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いう状況で、稼働率は合計で 115.4％となっています。また、平成 16 年度から平成 20 年度にか

けて児童数、稼働率ともに横ばい傾向にありますが、平成 15 年 3 月の稼働率が 106.7％でしたの

で、平成 16 年以降急増しており、保育所の需要が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 イ 幼稚園 

幼稚園は、小学校、中学校、高校、大学等と同じく、学校教育法に定められた「学校」で、文

部科学省が所管しています。幼稚園では「幼児期の教育の基礎を培うもので、幼児を保育し、適

切な教育環境の中で、その心身の発達を助長する事」を目的とし幼児教育を行っています。 

町内には、学校法人専誠寺学園 上富良野高田幼稚園が開設されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 21年 5月 1日現在、町内の入園児童数は、私立 1園で 161人という状況で、稼働率は 80.5％

となっています。平成 16 年度から平成 21 年度にかけて児童数は横ばい傾向にあります。 

また、平成 20 年度から定員数を 240 名から 200 名に見直しを行っています。 

 

 ②特別保育事業 

 ア 乳幼児保育 

乳児の受け入れを促進し、途中入所にも対応で

きるように、年度の始めから保育士を確保して、

保育所（3 園）において実施しています。近年、

低年齢児の保育希望が増加し、特に「0～1 歳」の

低年齢児の入所が増加しています。 

 

 イ 障害児療育の状況 

  a 障害児保育 

心身に障害を持つ集団保育が可能な児童を受入れ、社会性と心

身の発達を身につけさせるため、保育所（3 園）で、健常児とと

町内における施設、及び定員

施　設　名 定　　員

中央保育所 90

上富良野西保育園 45

わかば愛育園 60

概　　　　　　　　　　要

・保護者のいずれもが労働に従事していたり、疾病にかかっている
などのために、家庭において十分な保育ができない児童を、保護
者に代わり保育することを目的とした児童福祉施設

表．幼稚園数及び園児・教職員数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

園　数 1 1 1 1 1 1

定員数 240 240 240 240 200 200

学級数 8 8 8 8 8 8

園児数 153 169 165 168 162 161

稼働率 63.8 70.4 68.8 70.0 81.0 80.5

教職員数 11 13 14 13 13 12

各年度5月1日現在 資料：教育振興課

表．乳児保育の利用状況 単位：人

うち0～1歳

平成16年度 76 40

平成17年度 69 30

平成18年度 67 34

平成19年度 74 42

平成20年度 77 44

各年度3月1日現在 資料：保健福祉課

年　度
乳児数（0歳～2歳）

表．障害児保育利用状況

単位：人

年　　度 利用児童数

平成１６年度 4

平成１７年度 4

平成１８年度 5

平成１９年度 7

平成２０年度 9

資料：保健福祉課
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もに集団保育を行っています。 

 

 b 発達支援センター 

発達支援センターは、心身の発達に遅れや心配、障害のある児童と家庭に対して、個々に応じ

た発達支援を行うことで、子どもの発達を促すことや、親同士の交流の中から子育てについて学

びあい、支え合って行くことを目的として運営しています。 

   平成 17 年 4 月 1 日からは、新装した「子どもセンター」に移転し、乳幼児の各種健診はもと

より、幼稚園や保育所と連携し、支援を要する乳幼児にできるだけ早期に必要な支援を行うとと

もに、小学校入学を円滑に行うための適切な支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 延長保育 

町内の公立 1ヶ所、私立 2ヶ所の保育所の通常保育時間は午前

7 時 30 分から午後 5 時 30 分までですが、すべての保育所におい

て、午前 7時から午前 7時 30 分までの「前 30 分」と、午後 5時

30 分から午後 6 時 30 分までの「後 1 時間」の延長保育を行って

います。 

 

 エ 特定保育 

   本町では、多様な保育ニーズに応えるため、平成 20 年 4 月 

より、保育所（3 園）において特定保育を行っています。 

   保護者の就労形態の多様化により、働き方に応じた保育サービ

スの需要に対応するため、保育所において児童を一定程度（月 12

日以内）継続的に保育することで、安心して子育てができる 

環境を整備しています。 

 

 オ 一時預かり事業 

 a 保育所における一時預かり 

   平成 20 年 4 月より、特定保育の実施にあわせ、保育所 

（3 園）において一時預かり事業を行っています。 

保護者の疾病や災害等により、一時的に家庭での保育が困難と

表．延長保育 単位：人

年　　度 利用児童数

平成１６年度 延べ

平成１７年度 延べ5,439

平成１８年度 延べ4,052

平成１９年度 延べ4,701

平成２０年度 延べ5,345

資料：保健福祉課

表．一時預かり事業

（平成20年度より実施）

単位：人

年　　度 利用児童数

平成２０年度 延べ249

資料：保健福祉課

表．特定保育

（平成20年度より実施）

単位：人

年　　度 利用児童数

平成２０年度 延べ441

資料：保健福祉課

表．発達支援センター　児童デイサービス利用状況 単位：人

（うち中富良野町）

平成１６年度 62 9 241 1881 7.8

平成１７年度 57 10 241 2095 8.7

平成１８年度 77 12 243 1911 7.9

平成１９年度 83 12 244 1918 7.9

平成２０年度 87 12 245 1856 7.6

資料：保健福祉課

通園児童数年　　度 年間開設日数 延べ利用者人数 １日平均利用者
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なる場合や育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減することを目的とし、週 3 日また

は月 12 日以内での保育を 

実施しています。 

 

  b 幼稚園における預かり 

高田幼稚園において、就園児を一時的に預かる制度で、通常預かり保育は 7時 30 分から園保育

終了後 18 時 00 分の間、保育専任のスタッフが家庭的な雰囲気の中で預かりを実施しています。 

また、毎週土曜日、8時 00 分から 12 時 00 分まで、平常の保育とは違ったオープンなスタイル

で、土曜日預かり保育として独自のカリキュラムで一時預かりを行っています。 

さらに、夏・冬・春休み期間中には、専任のスタッフが、普段の幼稚園生活とは違った体験・

活動を取り入れた特別預かり保育を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高田幼稚園における平成 20 年度の預かり保育の利用状況は、園児数 162 名のうち、延べ人数

7,867 名となっており、また、土曜日・夏・冬・春休み対応の休日保育（日曜日を除く）の利用

状況は、延べ 538 名となっています。 

 

 カ 休日保育 

本町においては、幼稚園で夏・冬・春休み対応の休日保育を実施していますが、保育所で

は休日保育は実施していません。 

 

 ③保育所地域活動事業 

地域の人間関係の希薄化が進む中、子育てに悩みや不安を抱える親が増え孤立化してきていま

す。このため、町内の各保育所では、親同士が出会う「場」、友だちづくりができる「場」、気軽

に集えて子育てに関する情報が得られる「場」を提供することを目的として、保育所の施設を開

放して地域の子育て中の家庭への支援を実施しています。 

 

    ・中央保育所    「お父さんといっしょ」、「お母さんといっしょ」 

    ・上富良野西保育園 「いっしょにあそびませんか」 

    ・わかば愛育園   「のびのびクラブ」 

 

表．幼稚園の預かり保育、休日保育の状況

通常預かり保育 休日預かり延べ人数

利用延べ人数 （土・夏・冬・春休み）

平成１６年度 153 7,344 438

平成１７年度 169 7,468 649

平成１８年度 165 9,187 512

平成１９年度 168 9,757 617

平成２０年度 162 7,867 538

※文科基本調査報告（5月1日付） 資料：高田幼稚園

園児数



第２章 子どもを取り巻く町の状況 

 

22 
 

 

 ④ファミリー・サポート・センター事業 

ファミリー・サポート・センター事業とは、子育ての援助を行いたい人と援助を受けたい人が

会員となり、町民の相互援助活動をお手伝いする事業です。 

本町では、平成 22 年 3 月から事業を開始し、仕事と育児を両立させ、安心して働くことができ

る環境の整備を図っています。 

援助の内容は次のとおりです。 

・保育施設等（保育所・幼稚園・小学校など）の開始前や終了後に子どもを預かる。 

・保育施設等まで子どもの送迎を行う。 

・放課後クラブ、放課後スクール終了後に子どもを預かる。 

・学校の放課後に子どもを預かる。 

・子どもが軽度の病気のため保育施設等に預けることができないとき、あるいは保育施設等の

休業日に子どもを預かる。 

・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子どもを預かる。 

・その他、一時的に子育て援助が必要なときに子どもを預かる。 

 

（３）育児サークル活動 

母親学級の同窓生や同じ年代の子どもを持つ仲間が集まり、自主的な育児サークル活動を展開

しています。この育児サークル活動は、子どもの遊びの場や親の交流の場と子育てに関する情報

交換の場となっています。また、保健師、栄養士、保育士等を招いた学習会を開催するなど、子

育てに関する学びの場となっています。 

また、各育児サークルの情報交換やネットワークづくりを推進するため、育児サークル連絡協

議会を設置し、相互の連携を図っています。 

平成 21 年 4 月 1 日現在、以下の 9 の育児サークルが活動しています。 

 

 

 

 

 

５ 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

（１）子どもや母親の健康の確保 

子どもや母親の健やかな成長を支えるための「乳幼児健診の充実」「妊産婦の保健医療の充実・

相談支援」「育児不安を軽減する相談事業の推進・母親の心身の状態（うつ状態、虐待傾向）・父

親の心身の状態・子育ての相談」「家庭での事故防止の普及」「口腔健診の充実」等を実施してい

ます。 

また、こうした各種健診体制を整えることにより、出生率の低下と核家族化の進行に伴う育児

環境の変化による育児不安の増大や虐待等、母と子を取り巻く問題の解消を図るため、妊娠期か

１．ポパイ              ２．FLOWER☆SMILE      ３．キッズファミリー 

４．いないいないばあ       ５．マミイ         ６．Wing・Kid’s 

７．でこぼこキッズ        ８．ドラえもんズ       ９． KIDS.ママ 
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ら始まり、出産、乳幼児期を経て継続した育児支援、健康や育児不安の解消を図っています。 

 

（２）食育の推進 

 「地域における食に関する学習の機会の充実」のために、発達段階に応じた食に関する学習や

地域食材を使った食事づくり等の体験活動を進めるなど、食育の推進を図っています。 

 

（３）思春期保健対策の実施 

思春期における保健対策については、保健・医療・教育・福祉などの関係機関が相互に学習の

場を提供したり、情報や意見交換を実施する思春期対策など「子どもを生み育てる性の安定」の

ための体制づくりが必要なため、学校保健と地域との連携による思春期保健対策の充実を図って

います。 

 

（４）小児医療の充実 

小児医療については、休日や夜間における小児救急患者への適切な対応が求められていること

から、町内での対応が困難な分野や今後の小児医療の動向を見据えた小児救急医療体制の整備を

図るため、圏域の小児科医等の専門医療機関との連携を図っています。 

 

（５）乳幼児健康診査 

乳幼児健康診査の受診状況は、平成 16 年度並びに平成 17 年度の 4 ヶ月乳児健診の受診率が

100％で最も高くなっている。 

平成 20 年度では、3歳児検診の受診率が 99.0％と最も高く、それ以外の検診についても毎年 9

割を超える受診率となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．乳幼児健康診査の受診状況

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

受診対象者数 140 93 141 129 132

４か月乳児健診 受診者数 140 93 136 122 129

受診率 100% 100% 96.5% 94.6% 97.7%

受診対象者数 137 112 130 134 134

7か月乳児相談 受診者数 121 110 120 128 128

受診率 88.3% 98.2% 92.3% 95.5% 95.5%

受診対象者数 129 125 109 138 124

10か月乳児相談 受診者数 127 124 106 136 122

受診率 98.4% 99.2% 97.2% 98.6% 98.4%

受診対象者数 133 133 104 128 124

18か月乳児健診 受診者数 131 128 100 124 119

受診率 98.5% 96.2% 96.2% 96.9% 96.0%

受診対象者数 142 144 121 124 100

３歳児健診 受診者数 120 135 114 120 99

受診率 84.5% 93.8% 94.2% 96.8% 99.0%

資料：保健福祉課
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（６）母子保健体系 

 

 平成２０年度 上富良野町母子保健体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年度　上富良野町母子保健体系 資料：保健福祉課

～胎児が育つための条件

　男子：精子

　女子：やせ（思春期やせ症候群）

　　　　子宮後屈・子宮発育不全

・ Ｈ１９～未熟児訪問の事務権限委譲

・ H２０～乳児家庭全戸訪問事業（助産師、保健師）

　　　妊婦一般健康審査受診票3枚に増加

赤ちゃんファイルの活用（すくらむとの連動） 妊娠届け出：11週以内　83.6%　12～19週15.5% ～社会的支援の必要な人達（ハイリスク）の選定

妊娠届：110人 ＢＭＩやせ13.2％、正常68.6％、肥満13.2％、不明5％ 　若年、障がい、精神疾患、経済状態

　未婚 ・正常な妊娠、胎児の成長を支える

　出生順位　第1子47.9%

　家族構成　核家族　79.3%

　19才以下・20～24才については11.5％　25～34才73.5% ・母の睡眠リズムの把握

　35才以上14.9% ・食の実態

夫の職業66％が公務員。６１％が専業主婦。 （実態把握の視点を明確にメカニズムと一致）

　　4日間×３回　延59人参加 町外出身者が７割をこえる（道外6.6％） ・

「仲間をつくりたい」「お友達をつくりたい」という参加動機

食：カルシウム、鉄分、葉酸の摂取量が基準値を下回っている。 脳神経細胞完成。髄鞘形成して発達する。（酸素の必要性）

出生数　132人 　　軽い朝食、中食の利用による栄養のアンバランス ～健康に育つための条件（脳が育つ過程）

新生児訪問  延べ32件 出生時体重が2,500ｇ未満　人口千対83.3（全国96.5）

未熟児訪問　延べ17件 　子宮内発育不全が増加傾向

乳児訪問延べ　　　　96件 授乳障害 ・子供の実態を捉える

　 幼児訪問延べ16件 体重の増加不良 ・母の悩みを捉える

相談　　１７８件 うつぶせ寝の体験なし ・正常な発達を支える

閉塞された育児環境の中での育児負担

遊ぶ場・外出の場の需要 《大脳辺縁系》

　

受診率　９７．７％

（１32：１29）

　・妊娠届出時の情報を科学的な根拠をもとに整理する

（予防的視点を実態からとらえて具体的な活動へ）

情緒が安定し「楽
しい面白い」と感
じて刺激を受け入
れることができる

子どもの実態

首がすわっている

声をたてて笑う

母子保健における子育て支援体制

４ヶ月

３ヶ月

２ヶ月

妊娠

発育・食・歯・リズム（自律神経、ホルモン）・発達（感覚）・統合

　未熟児出産（内臓機能未熟）→　生活習慣病

思春期

寝ない、リズムが取りにくい

受精

正常の発達

ものをつかむ

６ヶ月

課題から計画化見えてきた実態

《脳幹》

脳の発達

　未熟児出産（虐待の３０％）→虐待予防

　食事内容→生活習慣病

出生時からの発育の保障

上手に抱かれない、しがみつかない

体重増加不良

ー活動の重点ー ー視点の具体化ー

身体の発育・食・身体の発達・生活リズム・脳、認識の発達

できない

感覚器官からの刺激
を受け神経及び認識

が発達する

生命維持の情報を処理

胎児

首の持ち上げ不可・うつ伏せ嫌い

出生

網様体

快、不快の感覚
（感情を声に出す、ぐず

る）

視床

扁桃核

生活リズムの設
定

（覚醒、睡眠、
空腹、満腹）

好き、嫌い、の判断

児童相談所

旭川療育センター

富良野協会病院

各医療機関

―　　子どもの発達の実態―

新生児

両手を目の前で合わせ遊ぶ

あやしても笑わない、あやさない

マタニティ

スクール

すくすく離乳食・

育児教室

初期 5～6ヶ月 46 組

中期 ７～8ヶ月 52 組

後期 9～10ヶ月 43 組

電話相談

来所相談

妊婦訪問 4人

妊婦相談 延べ288人

産婦訪問（全戸対象） 延べ143人
－２８週でレム睡眠・ノンレム睡眠が発現し 知

覚系神経回路が形成される－

（胎児の睡眠リズムは母と同じ）

－３６週で脳の基本形態が完成される－

（出産のためのストレスに備える力）

・身長・体重が急速に進む時

・神経系の発達が著しい時期

五感のセンサーをフル稼働

タバコ

薬物

酒

４ヶ月健診・相談

課題を持つ子

16.9％ 相互作用が良好

「情緒の安定」

マタニティサーク

ル（子育て支援）

ぴよぴよ、よちよち、

あそびの広場、なか

よしサロン、にこにこ

赤行ちゃん、子育て

講演会・相談・サーク

ル支援・通信・リサイ

クル事業（子育て支

援）

予防接種

妊婦相談

訪問
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 平成２０年度 上富良野町母子保健体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年度　上富良野町母子保健体系 資料：保健福祉課

受診率　９５．５％

（１34：128）

「いない、いないバー」（記憶と予測）

・むし歯予防

受診率　９８．４％ なん語、物まね ・食と言葉の関係

（124：122） 親指と人指し指でつまむ

自立歩行

後追い（不安、恐怖）

　受診率　９６％

（124：119）

ことばを使ってコミュニケーションをとる

（意味のある単語）（難聴）

走る、ジャンプ（協調運動発達）

自我の発達

（28：28）

　 ・生活リズムの実態

・ことばの発達の仕方を学習

受診率　99% ・遊び

（100：99） （外遊び、ＴＶ視聴の時間実態）

（126：126）

（上小）

母子保健における子育て支援体制 見えてきた実態 脳の発達 課題から計画化

特別支援学級

おむつ使用

転ばないで歩く

絵本を見て知っている物を指差し

歩行が不安定

絵本を見ない、集中しない、多動傾向

少食、偏食、食欲に課題

有意語なし

社会性、対人関係の未熟

離乳食の完了期

言語障害通級指導教室

母子分離ができる 母子分離不安，又は警戒なし

2語文を話す

積めない。巧緻動作の未熟、集中力

ことばの遅れ、発音不明瞭

名前、年齢、体の部位がわかる やりとりができない、診察拒否

後追いをする 後追いなし

這い這いで後ろにまた前に進む

まね動作をする

歯芽放出期

なん語なし

水分補給の糖分摂取量が多い

振り向かない、愛着がない

泣いて要求を通す

　　　協調運動の未熟さ

お座りをしない

人見知りなし

まね動作不可

下肢の筋力弱い・歩行器使用

這い這い不可・協調運動不可

高校

小・中学校

声が出て、なん語が出てくる

お母さんに甘える

思春期

５才

就学

片足立ちをする

積木が積める

昼間のおしっこができる

旭川療育センター

１才６ヶ月

各医療機関

７ヶ月

学童

３才

２才

富良野協会病院

児童相談所

愛着形成ができない

手を伸ばしてとる

お座りができる

人見知りをする

つかまって立ち上がる、つかまり立ち

―　　子どもの発達の実態―

正常の発達 子どもの実態

寝返りをしない

１０ヶ月

名前を呼ぶと振り向く

ジャンプができる

這い這い（上下肢協調運動

階段を交互に昇る

自動車、お人形で遊ぶ

　　不器用さ

《大脳皮質》

意味のある単語を言う

他児に興味を持ち遊ぶ

１人で食べる，簡単な言いつけができる

他児との関わりできない、興味なし

生活習慣の確立ができていない

ごっこ遊びができる
二語文を話す

短期間の記憶
（人見知り、夜泣き）

海馬

寝返りをする

1歳6ヶ月、2

歳、3歳児健

診発達相談

（発達支援）

社会性の基盤が育つ

知能・精神機能の発達

子育てネット

ワーク

育児サークル

（子育て支援）

９団体

保育所

幼稚園

７ヶ月健診・相談

１０ヶ月健診・相談

１才６ヶ月健診・相談

2歳児（経過観察）健診・

就学児健診時相談

３才児健診・相談

課題を持つ子

45.1％

課題をもつ子

39％

課題を持つ子
36.4%

課題を持つ子

64.1％

・運動機能が急速に

発達する時期

・環境刺激により感

発達相談、

集団療育、

個別療育

（発達支

援）

口腔健診 182人

脳の発達
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６ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（１）時代の親の育成 

   現代社会では様々な要因が複合して、子どもの社会性や人間性を培う体験の機会や場が失われ

ています。そのため、倫理観・規範意識の低下や自立意識の遅れなどが生じ、様々な問題行動の

増加につながる面を見せています。 

   これからの子ども達への教育は、命を尊ぶ心、思いやる心、正義感や公正さを重んずる心、美

しいものや出来事に感動する心、感謝する心などの豊かな心と感性を育てていかなければなりま

せん。 

   そのために本町では、家庭・地域とも連携し、多様な体験活動を積極的に取り入れ、子ども達

の豊かな人間性、社会性を育成し、時代の親の育成に努めています。 

 

 ①体験活動によるキャリア教育の実施 

   総合的な学習の時間や特別活動において、伝統文化や伝承や自然体験・職場体験・勤労体験な

ど多様な体験活動の促進を図り、豊かな社会性を育成しています。 

 

②中学校による職業学習 

情報化社会では職業に関しても、大量の情報が流れています。しかし、中学生の段階では職業・

勤労に対する理解は不足しており、職業観・勤労観は未熟で安易な考え方を持ちやすいのが現状

です。そこで、身近な職業を始め、様々な職業について学び、また、体験学習を行うことにより、

働く目的や意義そして生きがいなどを学ぶことにより、自己と社会との関わりを考え、勤労によ

る充実した生き方を追究できるよう職業学習を実施しています。 

 

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

子どもを核とした多世代交流によって、地域コミュニティの力を活かした「子育ち（子どもの

生きる力の育成）機能」の再整備を進めることも重要です。 

このような多世代交流によって、子どもの成長に必要な様々な人々との触れ合いや体験を増や

すことが可能となり、豊かでたくましい子どもを育むことが可能になります。 

 そのために本町では、以下事業を学校の教育環境等の整備をとおし、子どもの「子育ち（子ど

もの生きる力の育成）」を図っています。 

 

 ①全町児童生徒なかよしサミットの開催 

児童の健全育成を図ることを目的とし、町内の小学校、中学校、高等学校の各学校で取り組ん

でいる内容や、町づくりに関するテーマを児童生徒が一同に会して話し合う「児童生徒なかよし

サミット」を実施しています。 

 

②「わくわく合宿」の実施 

   子ども達に、集団での共同生活の機会を与え、衣・食・住といった生活体験を通して日常生活
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に必要な生活技能の習得を図り、ふれあいと交流により自分や他人を尊重し、自信と責任を持っ

た子どもの育成を行っています。 

 

 ③ＰＴＡ活動の推進 

保護者と教師の親睦と地域社会との連携を深めながら教育環境の整備に努め、学習活動，実践

活動を通して会員の資質を高めながら児童生徒の健全育成を図っています。 

 

 ④学校支援ボランティア事業 

   学校の諸活動に対し、地域住民の支援可能な活動を登録してもらい、対応が必要な場合に、都

度、ボランティアとして活動してもらうことにより、「先生が子ども達と向き合う時間」を増やし、

地域の方々が学校教育に関わってもらうことで、学校と地域が一体となり、子ども達を育てる体

制の向上を図っています。 

 

 ⑤江幌小学校特認校制度の推進 

自然の中の小規模小学校での学校区を越えた受け入れ特認校制度により、個性的な教育環境を

提供しています。 

 

 ⑥「青少年健全育成をすすめる会」による支援 

   児童生徒をめぐるいじめや不登校の防止、登下校時等の安全対策などについて、教育委員会、

学校、ＰＴＡ、関係機関、関係団体などが連携して学校、家庭、地域でのネットワーク化を図り、

日常的に情報交換を行い、子ども達の安全で安心な生活環境の確保に努めています。 

 

 ⑦学校開放事業 

体育館や特別教室の有効利用など、地域の資源である学校を地域住民の自主的な学習活動に有効

活用できるように施設としての学校を開放するとともに、地域の課題に地域住民の手で取り組める

コミュニティづくりの場の整備にも寄与するという観点から「学校開放事業」を推進しています。 

 

⑧学校整備事業 

時代の変化に対応した特色ある教育活動の円滑な展開と、安全で安心な教育環境を保障し、子

ども達の伸びやかな成長を促す学校施設設備の整備充実に努めています。 

人づくりの基盤となる小中学校の整備として、校舎、体育館、講堂、プール等の整備はもちろ

んのこと、近年では情報化のためのコンピュータ導入等の整備を進めています。 

また、学校施設の老朽化・耐震化などに対応した補修・増改築や学習指導要領の内容に即した

教材・教具ならびに、その周辺機器などの充実に努めています。 

 

（３）家庭や地域の教育力の向上 

子どもの家庭やそれを取り巻く地域が、子どもの心身の健やかな成長に多大な影響を与えること

は否めません。 
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 本町では以下の事業を実施し、家庭や地域の教育力の向上を図り、子どもの心身の健やかな成

長を支援しています。 

 
 ①子ども会活動、交流事業 

地域の子ども会や子ども会育成協議会活動により、各種の体験・交流事業を通して、子どもの

健全育成を図っています。 

子どもまつり、クリーンウオーキング、サイクリングキャンプ、リーダー研修会、餅つき大会、

スポーツ交流会などの事業を実施しています。 

 

 ②国内外交流推進事業 

 町内に在住する個人や、町内の団体に対し、「友好都市やその他国内外諸都市との交流」「国内

外における研修、調査、情報収集」「研修会、講演会等の開催」等、国内外の交流を推進する場合

に予算の範囲内で補助を行う「国内外交流推進事業」を推進しています。 

 
 ③スポーツ少年団活動 

各種スポーツ少年団活動を通して、スポーツ振興と子どもの体と健康づくりの向上を図り、健

全育成を推進しています。 

 

 ④「道民家庭の日」の啓発普及 

   青少年の健全育成を図るため、家庭におけるコミュニケーションが不足がちな現在、月に 1 日

でも家族全員で食事をしたり、ゆっくり話をする機会を設けるよう、啓発、普及を行っています。 

 

（４）子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

子どもの心身の健やかな成長に多大な影響を与える各種メディアやインターネット、携帯電話

等から有害情報が氾濫し、また酒類やたばこを容易に入手できるような環境のなか、子どもの家

庭やそれを取り巻く地域は、これらの有害な環境から子どもたちを守るための有害環境対策の推

進が必要です。 

 

 ①「青少年健全育成をすすめる会」による巡視活動 

 酒類やたばこの自動販売機等を始め、青少年を取り巻く環境にはさまざまな誘惑が待ち受けて

います。これらの誘惑に惑わされることがないよう、惑わされそうになったときに事前にそれを

とどめることができるよう、「青少年健全育成をすすめる会」による巡視活動を行っています。 

 

７ 子育てを支援する生活環境の整備 

（１）良質な住宅の確保 

子育てにおいて、その生活の中心となる住宅は重要なポイントとなります。 

 本町では町営住宅における子育てに配慮した住宅の整備を行うなど、子育て世帯がゆとりある

住宅に住むことができるように努めています。 
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（２）良好な居住環境の確保 

住まいは健康と不可分の関係にあり、近年ではシックハウス症候群やアレルギー等の問題がで

てきており、安心して住むことが出来る良好な居住環境が望まれています。 

 本町では公共施設等におけるシックハウス対策への取り組みなど、子育て世帯が安心して暮す

ことの出来る環境の確保に努めています。 

 

（３）安全な道路交通環境の整備 

学校への行き帰りも含め、交通事故から子どもたちを守ることは当然のことと言えます。 

 本町では小中学校の通学路の早期除雪を行うなど、冬季における登下校の安全を確保するとと

もに、危険な道路等に歩道やガードレールを設置するなど、安全な道路交通環境の確保に努めて

います。 

 

（４）安心して外出できる環境の整備 

 関係各機関の連携及び協力の下に、安全に配慮した道路、公園等の整備の普及、その他の安全

なまちづくりに関する取り組みを推進し、公共施設におけるトイレ等の整備など、安心して子ど

もを育てることができるよう、優しい環境づくりを推進しています。 

 

（５）安全・安心まちづくりの推進等 

 子どもが犯罪を起こさない、犯罪にあわないようなまちづくりを進めるため、犯罪防止も視野

にいれた幅広い安全・安心まちづくりを「青少年健全育成をすすめる会」の活動を中心に推進し

ています。 

 

 ①通学路や公園等の防犯灯の設置 

子どもが犯罪にあわないようなまちづくりを推進するため、通学路や公園等に防犯灯の整備を

進めています。 

 

８ 子ども等の安全の確保 

（１）子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

日常の移動手段の多くを車両に頼る生活の中、モラルの低下など交通環境は厳しいものになっ

てきています。そのため、交通安全施設や道路の整備、効果的な交通規制等はもちろんのこと、

交通安全教育など、子どもの交通安全を確保するための活動を推進しています。 

 

 ①交通安全協会による児童の登校、下校時の安全確保 

 児童の登下校の安全を確保するために、交通安全協会による安全確保を行っています。 

 

 ②地域住民会における児童の登校、下校時の安全確保 

   地域の住民会において組織された「地域見守り隊」等により、児童生徒の登下校時における交
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通安全の推進と不審者等からの犯罪防止による安全確保を行っています。 

 

（２）子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

   子どもはその社会的立場から、各種犯罪の被害者となりうる危険性が非常に高いということが

言えます。子どもたちを犯罪の被害から守るための活動として、以下のような活動が行われてい

ます。 

 

 ①防犯協会による防犯活動 

青少年の緊急避難場所の確保のための支援・周知、青少年の防犯に関する各種情報等の啓蒙普

及、広報巡視活動などが防犯協会によって行われています。 

 

 ②「青少年健全育成をすすめる会」による支援 

 地域社会において子どもを犯罪から守るため、「青少年健全育成をすすめる会」によって、巡視

活動が行われています。 

 また、啓発活動として、機関誌「ほのぼの」を発行し、青少年の健全育成、非行防止に関する

広報活動を行い、町民に対し広く周知し、協力体制を図っています。 

 

（３）被害にあった子どもの保護の推進 

被害を受けた子どもに対し、その治療や精神的負担の軽減はもちろんのこと、専門家や民間協

力者による適切な助言、関係機関等が連携して行う相談、訪問活動、環境調整などの支援を行い、

被害にあった子どもの保護に努めています。 

 

９ 要保護児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進 

（１）児童虐待防止対策の充実 

平成 17 年度に「上富良野町要保護児童対策地域協議会」を設置し、旭川児童相談所、上川保健

福祉事務所、富良野保健所、富良野警察署、消防署、小・中学校、高等学校、幼稚園、保育所、

医療機関、民生児童委員、人権擁護委員、保護司会、教育委員会、町行政関係所管課等を構成機

関とし、児童虐待の未然防止や早期発見、早期対応に取り組む総合的な体制整備を図っています。 

 

（２）母子家庭等の自立支援の推進 

母子・父子家庭などのひとり親家庭は、子どもの養育や経済的問題、家事問題等を抱え、支援

を必要とする状況にあります。ひとり親家庭の保護者と子どもの生活の安定を図るための経済的

支援などを行うとともに、「自立の支援」に主眼をおいた相談、情報提供体制を展開しています。 

 

 ①上富良野町母子会への支援 

 離婚・死別など一人で子どもを育てている母親の自主的な集まりである母子会の活動を多方面

から支援しています。 
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（３）障害児施策 

障害の発生を防ぐための母子保健事業の充実や、障害を早期発見するための各種健診事業の充

実を図るとともに、早期療育体制の整備、療育関係者に対する講演会・研修会の実施など、関係

者の資質の向上を図っています。また、障害児に対する適切な福祉サービスを提供するために障

害児支援費制度の啓発・普及を図るとともに、障害の有無にかかわらず、地域で共に支えあう関

係づくりを進めています。 

 

 ①発達支援センターの実施 

本町では発達支援センターを設置し、心身の発達に遅れや心配、障害のある児童と家庭に対し

て、個々に応じた発達支援を行うことで、子どもの発達を促すことや、親同士の交流の中から子

育てについて学びあい、支え合って行くことを目的として療育相談、療育指導を行っています。 

 

 ②巡回児童相談の実施 

   児童福祉司、心理判定員、上川保健福祉事務所から家庭児童相談員が相談に応じる巡回児童相

談を実施しています。 

 

１０ 各種事業の実施状況 

（１）児童館 

児童福祉法第 40 条に基づく児童厚生施設として、町内で東児童館及び西児童館の計 2箇所で実

施しています。 

子どもたちに健全な遊び場を提供し、仲間づくりや遊びの指導、各種教室、催し物などを行っ

ています。 

また、児童館を午前中開放し、親子の集いの場を提供しています。 

 

平成 20 年度における児童館の利用状況をみると、利用総数は 17,867 人で、小学生が 11,109

人と最も多く利用しています。また、全館 1日平均利用者は 61.2 人となっています。 

平成 16 年度の利用者数と比較すると、合計利用者数で 7,819 人、1 日平均利用者数で 26.2 人

減少しており、放課後クラブや放課後スクールの利用やスポーツ少年活動の利用拡大が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．児童館の利用状況 単位：人

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

小学生 16,797 17,355 18,178 12,241 11,109

中学生 242 201 127 177 374

就学前児童 3,019 2,428 1,571 1,382 2,078

その他 5,628 6,476 6,917 4,535 4,306

合　　計 25,686 26,460 26,793 18,335 17,867

１日平均利用者数 87.4 90.0 91.4 63.0 61.2

資料：保健福祉課
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（２）図書館 

町立の図書室が平成 17 年 10 月に改装され、図書館「ふれんど」として整備されました。利用

者がより利用しやすい開館時間とし、運営しています。現在、蔵書数は 41,000 冊で、貸出数も年々

増加しています。 

すべての赤ちゃんと保護者に対し、7 カ月児健康相談時に「ブックスタート」事業を実施し、

家庭での絵本に触れるきっかけづくりに取り組んでいます。 

また、図書館内に読み聞かせ室を設置し、子育て中の親子や小学生を対象に定期的に読み聞か

せ会を開催しています。 

 

（３）町の公園 

   本町の公園緑地広場は総面積 34.8ha となっています。また、公園数は「島津公園」や「日の

出公園」を始めとして、都市計画公園が 10 ヶ所、その他コミュニティ広場や緑地の公園が 24 ヵ

所となっています。 

   総合公園である日の出公園は、観光の要所、大きなイベントの拠点として、それらに対応した

機能の充実・整備を推進しています。 

   島津公園やその他都市計画公園、コミュニティ広場、緑地の公園等については、町民の身近な

公園として、憩いの場・交流の場として利用しやすい環境を整えています。公園施設の保守点検

や修繕を徹底し、事故のない安全な公園づくりを推進しています。 
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第３章 上富良野町施策目標と展開 

 

１ 子育て支援施策の推進のための基本目標 

子育てに関わるすべての人々がその喜びを感じるためには、地域全体で子育てをあたたかく、か

つ、積極的に見守っていくよう、みんなで意識していかなければなりません。 

次代を担う子どもたちの成長を地域全体で支えていくためにも、一人ひとりがそのことを意識し、

応援していくことも重要です。 

  この計画では、基本理念を実現するために次の５つを基本目標とし、それらを５つの柱として総

合的に推進していきます。 

 

 

 

地域の関係団体が主体的に行う子育て支援の取り組みが一層広がるよう、子育て家庭の現状やニ

ーズ、他地域での取り組み事例等を地域の関係者に伝えるとともに、活動を積極的に進めるための

支援を推進します。 

さらに次代の担い手である地域の子どもたちが、豊かな人間性を培いながら、たくましく生きる

力を育み、さらに家庭を築き、子どもを生み育てる喜びを感じていけるよう、親と子が共に学び、

育ち合うための機会や場の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 親と子の学びと育ちを支援・応援するためのまちづくり 

上富良野町地域子育て支援センター 

事業の実施

◎ 親になるための学習環境の整備 

◎ 子どもの豊かな心の育みの支援 

◎ 子どもの育ちに応じた家庭環境への支援 

◎ 子育て支援のための関係機関及び関係団体との連携の推進 

◎ 子育て情報等の提供 

◎ 中高生を対象にした乳幼児体験事業の推進 

◎ 小学校を利用した子どもの遊び場の確保 

◎ 子育てボランティアの育成 

◎ 子育てボランティアの紹介、保育所、幼稚園等への紹介など人的なネットワークづくりの

支援 
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妊娠・出産や育児を通じて人間として成長しながら、親子が「豊かな人生」を送ることができる

ことを目標において、子どもたちの育ちを直接的に支援する母親の育児力の形成を支えるとともに、

地域の住民も一緒に子どもたちの育ちを考え、実践できるような活動を支援し、その環境をととの

えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 子どもや親も誰もが健康で健やかに育つまちづくり 

「健やか親子かみふらの２１」計画と 

連動して施策を実施する 

◎ 子どもや母親の健康の確保 

○乳幼児健診の充実 

○妊産婦の保健医療の充実 

○育児不安を軽減する相談事業の推進 

○家庭での事故防止の普及 

○口腔健診の普及 

◎ ｢食育｣の推進 

○ライフステージを通しての食の学習の充実 

◎ 思春期保健対策の充実 

  ○次世代の母性を守る取り組みの充実（思春期やせ症候群の防止） 

○生活習慣に関する取り組みの充実（喫煙、飲酒、睡眠） 

◎ 小児医療の充実 

○乳幼児健診時における小児科医の配置 

○小児科医療機関との情報共有、連携
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家庭や学校、個人等に過度に子育ての負担がかかってしまうことが課題としてあげられ、その解

決策のひとつとして子育ての社会化があります。 

本町としては、保育所や幼稚園、子育て支援センター、児童館等の様々な施設や制度をもって、

子育て負担の軽減を図っています。 

また、地域住民間においては育児サークル等、子育てを行っている人同士がネットワークを持つ

ことにより、子育てにおける孤立化防止等効果が期待されます。それらを連携的かつ総体的に利用

していける体制を整えることも大切です。 

地域の様々な子育て支援サービスの推進とネットワークづくりを推進するためには、今後の子育

ち・子育て支援を地域単位の住民相互協働的な取り組みとして中心的に捉えることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 子育てをしているすべての家庭を応援するまちづくり 

◎ 地域における様々な子育て支援サービスの充実 

◎ 要保護児童への対応などきめ細やかな取り組み 

◎ 地域における子育て支援のネットワークづくり 

◎ 自主的なボランティアの交流会、研修会の開催等への支援 

◎ ファミリー・サポート・センター事業の実施 

◎ 既存の地域社会資源（施設・人材）を活用した子育て支援体制の拡充 

◎ 行政と育児サークルによる子育て情報誌の作成 

◎ 町民協働による親子が集う場の開催（ふれあい親子サロン等つどいの場の開催） 

加盟者親８５人、子供１０８人 (H21.12現在)

自主的な活動、学習会・研修会の開催

育児サークル連絡協議会（育連協）

サークル間の交流・情報交換、学習会

・研修会の開催、子育てネットワーク

活動参加

育児サークル （９サークル） （ひよこ学級）

発達に遅れのある乳幼児

・保護者に対する支援、

療育相談、療育指導

発達支援センター

～子育てネットワーク事務

局、サークル活動の場の提供、関係機関

の連絡調整、児童虐待防止、保育所人退所、

児童館の運営、次世代育成支援計画の推進等

～母親学級、乳児健診（４、７

、１０ケ月、１歳６ケ月、３歳児対象）、

離乳食教室、育児サークル・支援センター

利用者への健康に関する学習活動等

役場保健福祉課

子育て支援班

健康推進班

通常保育、特定・一時保育、延長

保育、障害児保育、保育所開放事

業等の実施

幼稚園独自の子育て支援活動（預

かり保育・休日保育）

多様な保育所・幼稚園サービスの

提供、情報の提供

町内保育所、幼稚園

家庭教育・幼児教育の充実、青少

年健全育成、子育てリーダーの養

成、中高生と乳幼児のふれあい体

験、次代の親の育成、サークル活

動の場の提供

教育委員会 教育振興課

「ぴよぴよ」～毎週水曜日午後、（7カ月児までの親子）

「よちよち」～毎週月・火曜日午前、（０歳～１歳児の親子）

「あそびのひろば」～毎週水・木曜日午前、（２歳～就学前の親子）

「なかよしサロン」～毎週月～金曜日午前・午後

（０歳～就学前の親子）

子育て家庭への相談指導・家庭訪問、子育てサークルの育成・支援、

子育てボランティアの育成・支援、講演会・研修会の開催

子育て支援センター「にこにこ」

子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子

育ての援助を行いたい方（提供会員）の会員

制の組織で、会員相互で子育ての援助活動を

実施

子育て支援センター内に事務所を設置し、

コーディネート等を行う

ファミリー・サポート・センター

0歳～未就学児童数 707人（H21.4.1現在）

・保育所入所児童 189人

・幼稚園入園児童 153人

・在宅児童 365人

※子育てネットワークの役割⇒子どもの健やかな

発達と子育て中の保護者等への子育て支援

子育て支援の必要な児童及び保護者
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働きながら子どもを育てている人のために、多様で弾力的な保育サービスの充実を図っていきま

す。さらに、男性も子育てに参加することができるようにするためには、働き方の見直しが必要な

ことから、子育て家庭に配慮した企業の取り組みが促進されるよう、企業への働きかけにも取り組

んでいくと同時に、父親が子育てに興味を持ち、家族全体で子どもを生み育てていく意識を広めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 働きながら子どもを育てている人を応援するまちづくり 

◎ 放課後児童対策の充実 

◎ 幼稚園教育の多様な受入れに向けたサービスの充実 

◎ 仕事と子育ての両立の促進 

◎ 男性を含めた働き方の見直しと男性の子育て参加の促進 

◎ 育児中の親の支援 

◎ 保育所と幼稚園を一体化し、一環した幼児教育を実施する取り組み推進（幼保一元化に向

けた検討） 

◎ 民間事業者提案の育児事業の実施 

◎ 病児・病後児保育に係る体調不良型保育サービスの実施検討 

◎ 心身障害児保育の機会拡充 

◎ 就職活動者に向けた就労支援としての柔軟な保育受入れ体制の整備 

◎ 父親の育児サークルづくり支援 

◎ 父親が参画しやすい学校行事の実現 

就労意志を活かせる地域保育環境の整備を

進めます。 

 

 働き方に左右されることのない安定した

子育ち・子育て環境の確保を行います。 
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子どもを安心して生み育てることができるような安全なまちづくりを推進するため、警察や保育

所、学校等の連携強化を始めとして、子育てバリアフリーの視点を取り入れた地域の住環境、道路

交通環境、公共施設や公共交通機関などの整備・設計や、犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標５ 子どもが安全に育つ安心したまちづくり 

◎ 子どもの権利を守るための環境整備 

◎ 子育てを支援する生活環境の整備 

◎ 子ども等の安全確保 

◎ 児童虐待予防の推進、相談窓口の設置、要保護児童対策協議会の推進 

◎ 学校教育と地域の連携 

◎ 子どもに対する町民の積極的かかわりに向けた働きかけ推進 

◎ 子どもが犯罪を起こさない、被害にあわないための行政、町民協働による「青少年健全育

成」の推進 

町民が日ごろから積極的に自然に子ども

たちに関わろうとする地域環境を醸成

し、大人による地域ぐるみの子どもを守

り育てる環境の整備を進めます 
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２ 具体化のための重点課題 

行動計画において、基本理念を実現するための５つの基本目標に共通した取り組みの方針として、

「ネットワーク機能の充実による次世代育成支援のための基盤形成」を重点的に取り組んでいくこ

とにより、基本目標をより実効性のあるものとします。 

 

 

 

 

 

本町では現在、上富良野町子育てネットワークの構築を図るため、先駆けて平成 16 年度より「上

富良野町子育て支援センター事業」を実施しています。 

こうした動きを本計画において、さらに町全体に発展させ、「子育て」や「子育ち」ひいては、親

と子どもが育つ「共育ち」支援に取り組む町内の様々な人や組織・機関、それらの取り組みを有機

的に結ぶネットワーク機能を充実させることで、町全体で次世代育成を支援・応援する基盤形成を

図ります。 

そのためには、個々の活動が充実し、今以上に連携していくことが重要であり、その結果、地域

における子育て支援の活動が一層活性化し、多様な町民ニーズに応えていくことにもつながるもの

と考えます。 

本計画を着実に遂行することで、一つひとつの個別の活動が連携し、ネットワーク形成されるこ

とでその活動が「線」となり、さらにそれぞれの地域が自主的にあるいは NPO や行政のバックア

ップのもと結びつき、情報交換をしたり、連携や協働したりすることで、町全体をカバーする「面」

の活動へと広がっていくことが重要です。 

このように、子育てに関する様々な活動が結びつき、町全体できめ細やかな子育て支援が行われ

るようなまちづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

『重点課題』 

 ネットワーク機能の充実による次世代育成支援のための基盤形成 
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地域
子育て
支援施策

保健事業

地域事業

育児・保育事業教育事業

その他の事業
推進

推進 推進

推進

推進

保健事業 地域事業 育児・保育事業 教育事業 その他の事業

保護者・行政・地域が連携した子育て支援施策

横　一　線　で　の　推　進

行　　政

推進

評価

支
援

子育てに関わる
すべての地域住民

評価

ﾆｰｽﾞ

全庁体制による子育て支援施策の推進子育てに関わるすべての地域住民への支援

子育て支援行動計画の推進

地域
子育て
支援施策

保健事業

地域事業

育児・保育事業教育事業

その他の事業
推進

推進 推進

推進

推進

保健事業 地域事業 育児・保育事業 教育事業 その他の事業

保護者・行政・地域が連携した子育て支援施策

横　一　線　で　の　推　進

行　　政

推進

評価

支
援

子育てに関わる
すべての地域住民

評価

ﾆｰｽﾞ

全庁体制による子育て支援施策の推進子育てに関わるすべての地域住民への支援

子育て支援行動計画の推進

３ 子育て支援施策の推進体制 

子育て支援施策は、保健、児童福祉、教育等多岐にわたる分野の取り組みであるので、行動計画

策定の事務局である保健福祉課を中心に、教育委員会、児童館、保育所、幼稚園など、関係部局や

関係機関・団体との連携を図りながら、全庁体制で事業を推進します。 

 また、今後も各分野で町民ニーズの把握に努め、子育て支援施策の見直しを行うとともに、子育

て支援施策をとりまとめ、町民への周知等に活用します。 

 

 

 

図．本町の子育て支援施策の推進イメージ図 
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第４章 定量的目標事業量 

 

１ 定量的目標事業量の基本的な考え方 

次世代育成支援行動計画では、地域の子育て支援全般にわたる行動計画となりますが、こ

のうち、国から定量的目標事業量の設定を指示されている 12 項目のサービスについて、市町

村の行動計画で数値目標を定めることとなっています。このことから、本町の定量的目標事

業量の基本的な考え方としては、ニーズ調査の結果を基本として、ニーズの高いサービスに

ついてできることから早急に実施していく考えとして、平成 22 年度から平成 26 年度後期計

画における目標量（サービス基盤の整備目標）を設定しました。 

なお、国においては、事業の目標年は、新待機児童ゼロ作戦（以下「新ゼロ作戦」）との整

合性を図るため、新ゼロ作戦の最終年である 2017（平成 29））年の目標とし、足下の事業目

標については、後期行動計画の最終年である 2014（平成 26）年とするが、通常保育と放課後

児童健全育成事業については、新ゼロ作戦の集中重点３か年の最終年である 2010（平成 22）

年も示すこととなっています。 

 サービス供給目標の設定条件として、町財政が逼迫している現状にあって新たな投資は困

難なことから、既存の社会資源（既存施設・人材）を最大限活用しながら子育てニーズに対

応していくことを基本方針としています。 

   特に、多様な子育て支援サービス（休日保育、病児・病後児保育事業等）の提供を図るた

めには、既存の保育所・幼稚園施設において一層の機動性を発揮しながら、これらのサービ

スの提供を図ることとして、後期サービス供給目標を設定しました。 

 

◎定量的目標事業量の対象事業 

  国から示された定量的目標事業量の対象事業は、以下の 12 事業となっています。 

 

事  業  名 概          要 

１ 通常保育事業 保護者等が労働等により、家庭で十分に保育することができない就

学前の児童に対し、適正な保育を実施し、児童の健全な育成を図る

とともにその保護者等を支援する事業 

また、３歳以上児では認可保育所の通常保育事業のほかに、幼稚園

が一時的に就園児等を預かる幼稚園の預かり保育事業 

２ 特定保育事業 親の就労形態の多様化（パートの増大等）に伴う子どもの保育需要

の変化に対応するため、保育所において児童を一定程度継続的に保

育する事業 
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事  業  名 概          要 

３ 延長保育事業 やむを得ない理由により延長保育が必要であると、あらかじめ延長

保育利用児童として登録されている児童を、保護者の就労形態の多

様化、通勤時間の増加等のため、延長保育を必要とする児童の保育

を支援するための保育事業 

４ 夜間保育事業 保護者が仕事等で帰宅が夜間になる場合、午後 10 時頃まで保育を

行う事業です。保育時間は午前 11 時から午後 10 時までの 11 時間

開所を基本とする保育事業 

５ トワイライトステイ 

事業 

保護者が仕事等で帰宅が夜間になる場合、児童福祉施設等で原則と

して小学生を一時的に養育・保護する事業 

６ 休日保育事業 保護者が就労等により日曜・祝日等の休日において、保護者の就労、

傷病及び冠婚葬祭等、やむを得ない事由により、児童を家庭で保育

できない場合に、保護者の子育てを支援するとともに、児童の健全

な育成を図ることを目的とする事業 

７ 病児・病後児保育事業 保育園内の専用スペースにおいて、病気中又は病気回復期にある児

童を一時的に預かり、子育てと仕事等の両立をサポートします 

８ 一時預かり事業 常日頃、保育所・幼稚園等を利用していない家庭において、保護者

の疾病や災害等により、一時的に家庭での保育が困難となった場

合、また、育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減する

ための支援に対応するため、保育所等において、児童を一時的に預

かる事業 

９ ショートステイ事業 保護者の疾病・出産・看護・事故等により、児童の養育が困難にな

った場合、児童養護施設等で小学生以下の児童を一時的に養育・保

護する事業（自治体により若干スタイル形式が異なる） 

10 放課後児童健全育成 

事業 

保護者が就労等により、昼間家庭にいない小学校に就学しているお

おむね 10 歳未満の児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室

等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を

図る事業をいう 

11 地域子育て支援拠点 

事業 

地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専

門的な支援を行う拠点として機能すると共に、地域支援活動を実施

する事業 

12 ファミリー・サポー 

ト・センター事業 

講習会を修了した提供会員（育児の援助を行う人）と依頼会員（育

児の援助を受けたい人）、両方会員（育児の援助と依頼の両方を行

う人）で組織を構成して、会員同士で地域における育児の援助を有

償で行う事業 
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２ 定量的目標事業量の設定方法 

 

（１）定量的目標事業量の設定方法は、以下のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市町村行動計画を定めるに当たって参酌すべき基準 

１ 参酌基準について 

 （１）意義 

○ 参酌基準は、市町村行動計画において、保育サービス、放

課後児童健全育成事業その他主務省令で定める次世代育成

支援対策に係る達成しようとする目標、内容及び実施時期を

定めるに当たって参酌すべき基準であること。 

 

 （２）性質 

○ ニーズ調査等により把握した各事業の需要に基づき、新待

機児童ゼロ作戦の目標年次である平成 29 年度に達成される

べき目標事業量を設定した上で、後期行動計画（平成 22 年

度～平成 26 年度までの期間）の目標事業量については、当

該平成 29 年度目標事業量の達成を念頭に、現状のサービス

基盤を踏まえ定めること。 

２ 各サービスについて 

 ○平日昼間の保育サービス 

 ○夜間帯の保育サービス 

 ○休日保育 

 ○病児・病後児保育 

 ○放課後児童健全育成事業 

 ○一時預かり事業 

 ○地域子育て支援拠点事業 

 ○ファミリーサポートセンター事業 

 ○短期入所生活援助事業 

○ 各サービスに関して、上記の「意義」「性質」の内容を踏

まえ、平成 29 年度目標事業量の達成を念頭に、現状のサー

ビス基盤を踏まえつつ定めること。 

 

ニーズ調査結果 

適正な理由によるサービスニーズ推計 

統計人口を勘案した推計ニーズ量算出 

本町の現状や推計ニーズ量等をもとに 

検討された目標事業量 
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３ 推計児童人口 

  「第５次上富良野町総合計画」（平成２１年度～平成３０年度）策定に伴う将来人口推計報告書に

よる将来人口を活用する。 

  事業の対象となる０歳から１１歳、及び１２歳から１７歳の児童の平成２２年度から平成２６年

度における年齢別推計人口は次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各４月１日現在の推計

総人口 12,173 総人口 12,100 総人口 12,027 総人口 11,954 総人口 11,881

児童人口 総人口比 児童人口 総人口比 児童人口 総人口比 児童人口 総人口比 児童人口 総人口比

合計 1,879 15.44 1,851 15.30 1,819 15.12 1,782 14.91 1,746 14.70

０歳 112 0.92 110 0.91 107 0.89 105 0.88 103 0.87

１歳 109 0.90 110 0.91 107 0.89 105 0.88 103 0.87

２歳 108 0.89 109 0.90 110 0.91 108 0.90 106 0.89

３歳 108 0.89 109 0.90 110 0.91 111 0.93 109 0.92

４歳 110 0.90 111 0.92 112 0.93 113 0.95 114 0.96

５歳 107 0.88 110 0.91 111 0.92 112 0.94 113 0.95

小計 654 5.37 659 5.45 657 5.46 654 5.47 648 5.45

６歳 103 0.85 96 0.79 88 0.73 88 0.74 86 0.72

７歳 103 0.85 99 0.82 93 0.77 92 0.77 89 0.75

８歳 105 0.86 99 0.82 97 0.81 89 0.74 90 0.76

９歳 75 0.62 82 0.68 91 0.76 91 0.76 88 0.74

１０歳 112 0.92 108 0.89 106 0.88 102 0.85 99 0.83

１１歳 101 0.83 100 0.83 98 0.81 95 0.79 94 0.79

小計 599 4.92 584 4.83 573 4.76 557 4.66 546 4.60

１２歳 96 0.79 96 0.79 94 0.78 94 0.79 92 0.77

１３歳 98 0.81 97 0.80 96 0.80 96 0.80 95 0.80

１４歳 111 0.91 102 0.84 93 0.77 85 0.71 76 0.64

１５歳 112 0.92 110 0.91 108 0.90 105 0.88 102 0.86

１６歳 110 0.90 106 0.88 103 0.86 98 0.82 95 0.80

１７歳 99 0.81 97 0.80 95 0.79 93 0.78 92 0.77

小計 626 5.14 608 5.02 589 4.90 571 4.78 552 4.65

平成２５年度 平成２６年度

年齢

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度
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４ 特定１２事業の目標設定 

 

（１）平日昼間の保育サービス 

 ①通常保育                                         

 

   国のワークシートに従ってニーズ量を推計し、必要な供給量を検討しています。 

   町内にある保育所・幼稚園の定員数合計（平成２０年度実績）３９５人 

    保育所３か所（公立１園９０人、私立２園１０５人／保育時間 7：30～17：30） 

    幼稚園１か所（私立１園２００人／保育時間：9：00～14：30） 

区分 内   容 単位
平成 21 年度

実績予定 

平成 22 年度

目標事業量

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度

目標事業量

認可保育所（園） 人 74 75 77 78３歳 

未満児 家庭的保育事業 人 0 0 0 0

認可保育所（園） 人 126 130 144 154

家庭的保育事業 人 0 0 0 0

幼稚園の預かり保育 人 41 41 46 50

３歳 

以上児 

認可保育所（園） 

 ＋家庭的保育事業 

 ＋幼稚園の預かり保育 

人 167 171 190 204

合     計  241 246 267 282

  ※ 幼稚園の預かり保育 

     高田幼稚園において、就園児を一時的に預かる制度で、保育時間の前後、7 時 30 分から保

育終了後の 18 時 00 分の間、預かり保育を実施しています。また、毎週土曜日の 8 時 00 分

から 12 時 00 分まで、夏・冬・春休み期間中も預かり保育事業を実施しています。 

 

②特定保育                                          

 

  親の就労形態の多様化（パートの増大等）に伴う子どもの保育需要の変化に対応するため、児童

を一定程度（1 か月当たり概ね 64 時間以上、月 12 日以内）保育する事業ですが、平成 20 年度か

ら町内 3 か所の保育所において実施しています。 

  保育所定員の範囲内で対応する事業ですが、今後も引き続き実施します。 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 22 年度 

目標事業量 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

人  436  

か所 3 3  

 ※ 年間 300 日の開所で、1 日当たり 1.45 人 



第４章 定量的目標事業量 
 

46 
 

（２）夜間帯の保育サービス 

 ③延長保育事業                                       

 

  町内にある 3 か所の保育所で延長保育を実施しています。 

   ・通常保育時間    午前７時３０分～午後５時３０分まで（１０時間） 

・延長保育  朝延長 午前７時００分～午前７時３０分まで（３０分） 

          夕延長 午後５時３０分～午後６時３０分まで（１時間） 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

人 18 18 18

か所 3 3 3

 ※ 1 日当たり利用数 18 人 

 

 

④夜間保育事業                                       

 

  町内にある保育所・幼稚園では、現在、夜間保育事業は実施していません。 

  ニーズ調査においても、夜間保育事業の希望は認められませんでしたので、前期計画から引き続

き、実施しないこととします。 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

人 0 0 0

か所 0 0 0

 

 

 ⑤トワイライトステイ事業                                  

 

  町内にある保育所・幼稚園では、現在、トワイライトステイ事業は実施していません。 

  ニーズ調査においても、夜間保育事業の希望は認められませんでしたので、トワイライトステイ

事業においても、前期計画から引き続き、実施しないこととします。 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

人 0 0 0

か所 0 0 0
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（３）休日保育事業 

 ⑥休日保育事業                                       

 

  町内にある保育所・幼稚園では、現在、休日保育事業は実施していません。 

  休日保育については、ニーズ調査においても、利用したい保育サービスの中で 16.6％の割合で希

望が高いことから、当面１か所の保育所で対応します。運営の方法としては、休日保育を実施する

保育所に、他の保育所から保育士を派遣する方法や３か所の保育所において輪番制で実施する方法

等、共同運営での実施を目指します。 

  理由としては、３か所の保育所で実施するまでのニーズ量はなく、また、３か所の保育所で実施

することは、費用効率の面で問題があり、共同運営方式を採用する方向とします。 

ファミリー・サポート・センターの利用状況も見極めながら、計画を推進します。 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

人 0 148 148

か所 0 1 1

 ※ 年間延べ利用者数 

 

 

（４）病児・病後児保育事業 

 ⑦病児・病後児保育事業                                   

 

  町内にある保育所・幼稚園では、現在、病児・病後児保育事業は実施していません。 

  保育所等に病後児保育専用室を整備することは財政的にも困難であり、また、本町には小児科の

病院もないことから、「病児対応型」「病後児対応型」は、実施しないものとします。 

  しかし、病児・病後児保育事業については、ニーズ調査の結果からも 7.1％の割合で希望が高い

ことから保育中に微熱を出すなど体調不良となった児童を、保護者が迎えに来るまでの間、看護師

等を配置する「体調不良児対応型」について、対応する計画とします。 

 

区   分 単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

病児・病後児保育事業 か所 0 1 1

日数 0 0 0
病児対応型・病後児対応型 

か所 0 0 0

日数 0 600 600

 

体調不良型 
か所 0 1 1

 ※ 年間延べ利用者数 
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（５）一時預かり事業 

 ⑧一時預かり事業                                      

 

  常日頃、保育所・幼稚園等を利用していない家庭においても、保護者の疾病や災害等により一時

的に家庭での保育が困難となる場合があります。また、核家族化の進行や地域の子育て力が低下す

る中で、育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減するための支援が必要とされています。 

  平成 21 年 4 月に児童福祉法・社会福祉法の改正により制度の見直しがなされ、保育所を利用す

るもの（保育所型）と地域子育て支援センター等を利用するもの（地域密着型）に分類されていま

す。 

  現在、町内３か所の保育所（保育所型）で一時預かり事業を実施していますが、今後も引き続き

実施してまいります。 

  なお、幼稚園においても今後、一時預かり事業が実施できるよう、検討してまいります。 

 

区   分 単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

日数 3,600 4,500
一時預かり事業 

か所 3 3 3

保育所型・地域密着型 か所 3 3 3 

地域密着Ⅱ型 か所 0 0 0

 ※ 年間延べ利用者数 

 

 

（６）ショートステイ事業 

 ⑨ショートステイ事業                                   

 

  町内にある保育所・幼稚園では、現在、ショートステイ事業は、実施していません。 

  保護者が病気になった場合など、児童養護施設等において一時的に預かるサービスです。 

  宿泊対応が可能な児童養護施設等が本町にはないことから、実施可能な他市町村の専用児童福祉

施設での広域利用ができるよう、調整機能の整備を目指します。 

 

平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 単位 

場所数 施設数 場所数 施設数 場所数 

か所 0 0 0 0 0 
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（７）放課後児童健全育成事業 

 ⑩放課後児童健全育成事業（放課後クラブ）                          

 

  現在、上富良野小学校区と上富良野西小学校区において放課後及び夏休み、冬休み、春休みの期

間中、それぞれの余裕教室や公民館を活用し、放課後児童健全育成事業（放課後クラブ）を実施し

ています。 

  また、江幌小学校区や東中小学校区においても、夏休み、冬休み、春休みの期間中、公民館で放

課後クラブ事業を実施しています。 

  近年、利用児童数が増加傾向にあり、クラスの大規模化が進む中、適正な人数規模のクラス数と

するためクラスの分割等、検討が進められています。 

 

区  分 単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 22 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度

目標事業量 

か所 2 2 2 2放課後児童健全育

成事業 人 97 97 100 100

 ※ 年間登録者数 

 

 

（８）地域子育て支援拠点事業 

 ⑪地域子育て支援拠点事業                                  

 

平成 16 年 4 月 1 日、「上富良野町子育て支援センターにこにこ」を中央保育所内に開設し、翌年

度からは、老人身障者保健センターを改築し、新装した「子どもセンター」に移転し、親子のふれ

あいの場や仲間作りの場として、また、子育てに関する各種相談の場として利用されています。 

また、育児サークル等への支援、子育て支援に関する総合的な窓口など地域の子育て家庭やこれ

から子育てを始める家庭の保護者や児童等に対する各種支援を行なっています。 

 

区   分 単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

地域子育て支援拠点事業 か所 1 1 1

ひろば型 か所 0 

センター型 か所 1 

 

児童館型 か所 0 

 ※ ひろば型   常設のひろばを開設し、子育て家庭の親とその子どもが気軽に集い、相互に交

流を図る場を提供する。 

 ※ センター型  地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全般に関する専門的な支援

を行う拠点機能を有し、地域支援活動を展開する。 

 ※ 児童館型   民営の児童館、児童センターにおいて、親と子の交流、集いの場を設置する。 
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（９）ファミリー・サポート・センター事業 

 ⑫ファミリー・サポート・センター事業                            

 

  ファミリー・サポート・センター事業は、子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子育ての援

助を行いたい方（提供会員）の会員制の組織で、会員相互で子育ての援助活動を行います。 

  事務所は、子育て支援センター内に置き、援助活動の調整やアドバイスを行います。 

平成 21 年度末に事業を実施し、平成 22 年度以降、本格的な会員相互の支援活動を実施します。 

 

単位 
平成 21 年度 

実績予定 

平成 26 年度 

目標事業量 

平成 29 年度 

目標事業量 

か所 1 1 1
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資 料 編 

 

１ 上富良野町次世代育成支援行動計画策定委員会設置要綱 

 

上富良野町次世代育成支援行動計画策定委員会設置要綱 
（平成 21 年 7 月 15 日決定） 

（設置） 
第１条 この要綱は、上富良野町次世代育成支援行動計画の策定に関し、住民参画の計

画づくりを推進するため、上富良野町次世代育成支援行動計画策定委員会（以下「策

定委員会」という。）を設置する。 
 （所掌事項） 
第2条 策定委員会は、上富良野町次世代育成支援行動計画の策定に関して調査研究し、

町長に必要な意見を述べることができる。 
 （組織） 
第 3 条 策定委員会は、委員１０名以内をもって組織する。 
２ 委員は、関係機関・団体から推薦される者をもって組織し、町長が委嘱する。 
 （委員長の職務及びその代理） 
第 4 条 策定委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員長は策定委員会を代表し会務

を統括する。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選任する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 策定委員会の会議は、委員長が招集する。 
２ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者から意見を聞くことができる。 
（任期） 

第 6 条 委員の任期は、平成 22 年 3 月 31 日までとする。 
 (庶務) 

第 7条 策定委員会の庶務は、保健福祉課子育て支援班において処理する。 

(委任) 
第 8 条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営その他必要な事項は、委員長

が別に定める。 

 
附 則 

この要綱は、平成 21 年 7 月 15 日から施行し、平成 22 年 4 月 1 日に廃止する。 
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２ 委員名簿・計画策定委員会の開催状況 

 

上富良野町次世代育成支援行動計画策定委員会委員名簿 

 

（任期：平成 21 年 7 月 15 日～平成 22 年 3 月 31 日） 

 所属団体・機関等の名称 役   職 氏   名 

委 員 長 上富良野高田幼稚園代表 園 長 増 田 修 一 

副委員長 上富良野町校長会代表 上富良野小学校長 藤 木 友 善 

 

 

番号 所属団体・機関等の名称 役   職 氏   名 

１ 上富良野町校長会代表 上富良野小学校長 藤 木 友 善 

２ 上富良野町 PTA 連合会代表 会 長 鎌 田 孝 徳 

３ 上富良野高田幼稚園代表 園 長 増 田 修 一 

４ 保育所代表 わかば愛育園園長 成 田 逸 子 

５ 上富良野西保育園父母の会代表 代 表 千 葉 美由紀 

６ 中央保育所父母の会代表 代 表 田 中 智 幸 

７ 育児サークル連絡協議会代表 代 表 谷   由紀子 

８ 子育てボランティア代表 代 表 佐 藤 みどり 

９ 上富良野町商工会代表 代 表 立 松 幸 恵 

10 主任児童委員代表 主任児童委員代表 高 木 香代子 

（敬称略 順不同） 
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次世代育成支援行動計画（後期計画）策定員会の開催状況 

 

開催年月日 事   項 協議内容 

平成２１年 ８月２１日 第１回策定委員会 委員長・副委員長選出 

後期計画策定委員会の設置について 

行動計画の概要について 

上富良野町次世代育成支援行動計画（前期計画）に

ついて 

ニーズ調査の実施について 

策定スケジュールについて 

平成２１年 ９月２５日 第２回策定委員会 前期計画の総括について 

ニーズ調査の結果について 

後期計画の内容検討について 

平成２１年１０月２０日 第３回策定委員会 後期計画の概要について 

国が示す近年の課題と取り組みについて 

ニーズ調査を踏まえた課題について 

国が定める目標事業量について 

平成２２年 ２月２２日 第４回策定委員会 後期計画（素案）の検討について 

定量的目標事業量の目標設定について 

パブリックコメントについて 

平成２２年 ３月  日 第５回策定委員会 計画書原案の検討について 
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３ ニーズ調査結果 

 

（１）就学前児童 

  ○調査対象者・・・町内に在住する０歳から５歳の就学前の子どもを持つ保護者 

  ○配布数・回答数 

配布数 有効回答数 有効回答率 

５８３ ３５１ ６０．２％ 

 

 

  ①町の保育サービス等の利用状況 

 

 

 

 

 

 

  ②現在利用している保育サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③利用している理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.4%

41.9%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

利用している

利用していない

無回答

57.0%

1.3%

0.9%

26.5%

13.5%

0.0%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

町立・私立の認可保育所

事業所内保育施設（企業が従業員用に運営する施設）

その他の保育施設（町外の保育施設など）

幼稚園（通常の教育時間）

幼稚園の預かり保育（通常の教育時間を延長して預かるサービス）

ベビーシッター

無回答

67.9%

2.6%

0.5%

1.0%

0.0%

18.4%

7.1%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

現在就労している

就労予定がある／求職中である

家族・親族などを介護しなければならない

病気や障害を持っている

学生である

１～５までの事情はないが、子どもの教育のため

その他

無回答
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  ④今後利用したい保育サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤休日保育の利用希望状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑥病児・病後児保育の利用希望状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.3%

2.1%

4.6%

0.4%

10.7%

6.3%

2.3%

2.3%

5.5%

16.6%

0.2%

4.4%

5.0%

7.1%

10.1%

8.2%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0%

町立・私立の認可保育所

家庭的な保育【当町においては未実施】

事業所内保育施設（企業が従業員用に運営する施設）

その他の保育施設（町外の保育施設など）

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して預かるサービス）

認定子ども園【当町においては未実施・共通利用時間のみの保育の利用】

認定子ども園【当町においては未実施・共通利用時間（4時間程度）以上の保育の利用】

延長保育

休日保育（日曜日・祝日に子どもを保育所で預かるサービス）

ベビーシッター

ファミリーサポートセンター

一時預かりサービス

病児・病後児保育保育（子どもの病気時の保育）

特にない

無回答

8.0%

28.8%

56.4%

6.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

ほぼ毎週利用したい

月に１～２回は利用したい

利用希望はない

無回答

7.1%

33.8%

35.8%

0.8%

14.2%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

看護師などが自宅にきて子どもを見てくれるサービス

保育所などの専門スペースで子どもを預かってくれるサービス

医療機関の専用スペースで子どもを預かってくれスサービス

その他

特にサービスを利用する希望はない

無回答
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⑦一時預かり事業の利用希望状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑧放課後児童クラブの利用希望状況 

 

 

 

 

 

 

  ⑨ファミリー・サポート・センターの利用希望状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑩子育てに関して感じていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3%

61.5%

6.0%

3.1%

2.3%

16.8%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

自宅にきて子どもを見てくれるサービス

現在、実施している「保育所・幼稚園での一時預かり事業」サービス

保育士などがその自宅で預かってくれるサービス

近所の知り合いが子どもを見てくれるサービス

その他

特にサービスを利用する希望はない

無回答

70.9%

29.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

利用したい

利用予定はない

60.4%

33.3%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

利用したい

利用したいと思わない

無回答

62.1%

27.1%

3.5%

1.8%

2.9%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

楽しいと感じることのほうが多い

楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらい

辛いと感じることの方が多い

わからない

その他

無回答
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  ⑪子どものことで心配・気になっていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫子育てでとくに負担を感じること、悩んでいること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬充実してほしい子育て支援施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.9%

11.2%

2.6%

4.7%

7.3%

1.0%

7.7%

10.8%

8.1%

1.2%

2.4%

1.4%

1.7%

3.6%

11.5%

2.3%

0.9%

1.0%

3.3%

1.5%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子育ての方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもとの時間を十分とれないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもの教育に関すること

友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること

不登校の問題について

子育てに関して、配偶者等の協力が少ないこと

子育てに関して、配偶者等と意見が合わないこと

自分の子育てについて、まわりの見る目が気になること

配偶者以外に、子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって、世話をしなかったりしてしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容・申し込み方法がよくわからないこと

その他

特にない

無回答

10.9%

15.0%

4.3%

18.2%

10.0%

18.1%

5.0%

6.2%

4.2%

4.0%

1.2%

0.9%
1.9%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

親子が安心して楽しめる身近な場、イベントの機会がほしい

子どもが安心して遊べる公園などを整備してほしい

子育てに困ったときに相談したり、情報が得られる場所をつくってほしい

子育て世帯への経済的援助を拡充してほしい

専業主婦など誰でも気軽に利用できる保育サービスがほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備してほしい（医療費助成なども含む）

公営住宅の優先入居など、住宅面の配慮がほしい

残業時間の短縮や育児休業の取得促進など、企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てについて学べる機会をつくってほしい

学校休校日の子どもの活動の機会を増やしてほしい

その他

特にない

無回答

13.9%

17.1%

17.4%

4.7%

8.1%

3.0%

3.9%

9.6%

4.2%

15.3%

2.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

子育てによる身体の疲れが大きい

子育てで出費がかさむ

自分の自由な時間が持てない

夫婦で楽しむ時間がない

仕事が十分にできない

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれない

子どもが病気がちである

住居が狭い

その他

不安に思うことは特にない

無回答
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（２）小学校１年生～３年生児童 

  ○調査対象者・・・町内に在住する小学校１年生から３年生の子どもを持つ保護者 

  ○配布数・回答数 

配布数 有効回答数 有効回答率 

３１７ ２１３ ６７．２％ 

 

  ①放課後クラブの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

  ②放課後クラブの土曜日の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

  ③放課後スクール（子ども教室）の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.3%

62.9%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

利用している

利用していない

無回答

31.5%

64.4%

4.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

ある

ない

無回答

37.6%

32.9%

1.4%

28.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

意向がある

意向がない

対象のサービスがない

無回答
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  ④４年生以降の放課後の過ごし方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ファミリー・サポート・センターの利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑥ファミリー・サポート・センターの利用目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑦子育てに関して感じること 

 

 

11.7%

14.6%

47.4%

1.9%

9.9%

0.9%

13.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

放課後児童クラブを利用したい

放課後スクール（子ども教室）を利用したい

少年団活動や習い事をさせたい

児童館を利用したい

利用を希望するサービスは特にない

その他

無回答

47.4%

47.4%

5.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

利用したい

利用したいと思わない

無回答

10.7%

27.5%

43.0%

10.1%

5.4%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

平日、学校への登校前や下校後に利用したい（朝・夕等）

子どもの病気・ケガ等の緊急時に利用したい

祖父母や近所の人等に預かってもらえないときに利用したい

親の冠婚葬祭等や買い物等の外出の際に利用したい

その他

無回答

57.7%

31.5%

1.9%

3.8%

2.8%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

楽しいと感じることのほうが多い

楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらい

辛いと感じることの方が多い

わからない

その他

無回答
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  ⑧子どものことで心配・気になっていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑨子育てでとくに負担を感じること、悩んでいること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩充実してほしい子育て支援施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.6%

8.5%

1.2%

4.4%

10.8%

0.9%

3.5%

12.8%

15.4%

0.2%

2.5%

1.8%

1.1%

1.2%

15.6%

0.9%

0.9%

1.4%

5.0%

1.2%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

子育ての方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもとの時間を十分とれないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもの教育に関すること

友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること

不登校の問題について

子育てに関して、配偶者等の協力が少ないこと

子育てに関して、配偶者等と意見が合わないこと

自分の子育てについて、まわりの見る目が気になること

配偶者以外に、子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって、世話をしなかったりしてしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容等がよくわからないこと

その他

特にない

無回答

7.0%

27.0%

14.7%

3.8%

6.7%

1.8%

4.1%

11.1%

4.4%

17.9%

1.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

子育てによる身体の疲れが大きい

子育てで出費がかさむ

自分の自由な時間が持てない

夫婦で楽しむ時間がない

仕事が十分にできない

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれない

子どもが病気がちである

住居が狭い

その他

不安に思うことは特にない

無回答

8.5%

17.9%

3.9%

21.5%

7.3%

19.4%

4.1%

4.1%

2.0%

6.6%

0.7%

2.0%

1.9%

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25

親子が安心して楽しめる身近な場、イベントの機会がほしい

子どもが安心して遊べる公園などを整備してほしい

子育てに困ったときに相談したり、情報が得られる場所をつくってほしい

子育て世帯への経済的援助を拡充してほしい

専業主婦など誰でも気軽に利用できる保育サービスがほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備してほしい（医療費助成なども含む）

公営住宅の優先入居など、住宅面の配慮がほしい

残業時間の短縮や育児休業の取得促進など、企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てについて学べる機会をつくってほしい

学校休校日の子どもの活動の機会を増やしてほしい

その他

特にない

無回答
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